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議案第  ２９  号  

 

 

   専決処分の承認を求めることについて  

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定によ

り、別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定により報告し、

承認を求める。  

  令和２年６月４日提出  

流山市長   井  崎  義  治    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  新型コロナウイルス感染症の拡大防止に向けて、特に市民及

び市内事業者への給付及び貸付並びに医療提供体制の構築に資

する医療機関への支援について、特に緊急を要したため、令和

２年４月２７日付けで令和２年度流山市一般会計補正予算（第

１号）について専決処分したので、その承認を求めるためであ

る。  



専  決  処  分  書  

 

 令和２年度流山市一般会計補正予算（第１号）について、地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別冊のと

おり専決処分する。  

  令和２年４月２７日  

流山市長   井  崎  義  治    



議案第  ３０  号  

 

 

   専決処分の承認を求めることについて  

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定によ

り、別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定により報告し、

承認を求める。  

  令和２年６月４日提出  

流山市長   井  崎  義  治    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  新型コロナウイルス感染症対策に関する経費として、特別定

額給付金の給付費や生活困窮学生に対する学生応援給付金の給

付費等について、特に緊急を要したため、令和２年５月１８日

付けで令和２年度流山市一般会計補正予算（第２号）について

専決処分したので、その承認を求めるためである。  



専  決  処  分  書  

 

令和２年度流山市一般会計補正予算（第２号）について、地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別冊のと

おり専決処分する。  

  令和２年５月１８日  

流山市長   井  崎  義  治    



 

 

議案第  ３４  号  

 

 

   専決処分の承認を求めることについて  

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定によ

り、別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定により報告し、  

承認を求める。  

  令和２年６月４日提出  

流山市長   井  崎  義  治    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  地方税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第５号）が

令和２年３月３１日に公布され、同年４月１日等をもって施行

されたことに伴い、令和２年度以後の市民税、固定資産税、軽

自動車税等の賦課等について特に緊急を要したため、同年３月

３１日付けで専決処分したので、その承認を求めるためである。  

  



 

 

専  決  処  分  書  

 

 流山市税条例等の一部を改正する条例の制定について、地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別紙のと

おり専決処分する。  

  令和２年３月３１日  

流山市長   井  崎  義  治    

  



 

 

   流山市税条例等の一部を改正する条例  

 （流山市税条例の一部改正）  

第１条  流山市税条例（昭和２６年流山市条例第８号）の一部を次のよ

うに改正する。  

  第２３条第１項第２号中「寡夫」を「ひとり親」に改める。  

  第３３条の２中「第１２項」を「第１１項」に、「寡婦（寡夫）控

除額」を「寡婦控除額、ひとり親控除額」に、「第７項」を「第６

項」に改める。  

  第３５条の２第１項ただし書中「第３１４条の２第５項」を「第

３１４条の２第４項」に改める。  

  第３５条の３の２の見出し中「扶養親族等申告書」を「扶養親族申

告書」に改め、同条第１項第３号を削り、同項第４号を同項第３号と

する。  

  第３５条の３の３の見出し中「扶養親族等申告書」を「扶養親族申

告書」に改め、同条第１項中「若しくは単身児童扶養者である者」を

削り、同項第３号を削り、同項第４号を同項第３号とする。  

  第４５条第２項中「第６６条の７第４項及び第１０項」を「第６６

条の７第５項及び第１１項」に改める。  

  第４８条第２項中「登録されている」を「登録がされている」に改

め、同条第４項中「によって」を「により」に、「においては」を

「には」に改め、「これを」を削り、「課する」を「課することがで

きる」に改め、同項に後段として次のように加える。  

   この場合において、市は、当該登録をしようとするときは、あら

かじめ、その旨を当該使用者に通知しなければならない。  

  第４８条第６項中「第１０条の２の１２」を「第１０条の２の１５」

に改め、同項を同条第７項とし、同条第５項中「によって」を「によ

り」に、「においては」を「には」に、「登録されている」を「登録

がされている」に、「みなす」を「みなすことができる」に改め、同

項を同条第６項とし、同条第４項の次に次の１項を加える。  

 ５  法第３４３条第５項に規定する探索を行ってもなお固定資産の所

有者の存在が不明である場合（前項に規定する場合を除く。）に

は 、そ の 使 用 者 を 所有 者 と み な し て、 固 定 資 産 課 税台 帳 に 登録

し、その者に固定資産税を課することができる。この場合におい



 

 

て、市は、当該登録をしようとするときは、あらかじめ、その旨

を当該使用者に通知しなければならない。  

  第５０条第９項及び第１０項中「第３４９条の３第１２項」を「第

３４９条の３第１１項」に改める。  

  第５０条の２の見出し及び同条第１項中「第３４９条の３第２８

項」を「第３４９条の３第２７項」に改め、同条第２項中「第３４９

条の３第２９項」を「第３４９条の３第２８項」に改め、同条第３項

中「第３４９条の３第３０項」を「第３４９条の３第２９項」に改め

る。  

  第６３条の５の次に次の１条を加える。  

  （現所有者の申告）  

 第６３条の６  現所有者（法第３８４条の３に規定する現所有者をい

う。以下この条及び次条において同じ。）は、現所有者であるこ

とを知った日の翌日から３月を経過した日までに次に掲げる事項

を記載した申告書を市長に提出しなければならない。  

 （１）土地又は家屋の現所有者の住所、氏名又は名称、次号に規定す

る個人との関係及び個人番号又は法人番号（個人番号又は法人番

号を有しない者にあっては、住所、氏名又は名称及び同号に規定

する個人との関係）  

 （２）土地又は家屋の所有者として登記簿又は土地補充課税台帳若し

くは家屋補充課税台帳に登記又は登録がされている個人が死亡し

ている場合における当該個人の住所及び氏名  

 （３）その他市長が固定資産税の賦課徴収に関し必要と認める事項  

  第６４条第１項中「又は」を「若しくは」に、「によって」を「に

より、又は現所有者が前条の規定により」に、「においては」を「に

は」に改める。  

  第８４条第２項に次のただし書を加える。  

   ただし、１本当たりの重量が０．７グラム未満の葉巻たばこの本

数の算定については、当該葉巻たばこの１本をもって紙巻たばこ

の０．７本に換算するものとする。  

  第８４条第４項中「左欄に掲げる製造たばこ」の次に「（同項ただ

し書に規定する葉巻たばこを除く。）」を加える。  

  第８６条第３項を同条第４項とし、同条第２項中「前項」を「第１



 

 

項（法第４６９条第１項第３号又は第４号に係る部分に限る。）」

に、「第１６条の２の３」を「第１６条の２の３第２項」に、「提出

しない場合には、適用しない」を「提出している場合に限り、適用す

る」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を加

える。  

 ２  前項（法 第 ４６９条第１ 項第 １号又は第 ２号に係る部分 に限

る。）の規定は、卸売販売業者等が、同条第１項第１号又は第２

号に掲げる製造たばこの売渡し又は消費等について、第８８条第

１項又は第２項の規定による申告書に前項（法第４６９条第１項

第１号又は第２号に係る部分に限る。）の適用を受けようとする

製造たばこに係るたばこ税額を記載し、かつ、施行規則第１６条

の２の３第１項に規定する書類を保存している場合に限り、適用

する。  

  第８８条第１項中「第８６条第２項」を「第８６条第３項」に改め

る。  

  附則第１条の２第１項中「特例基準割合（当該年の前年に」を「延

滞金特例基準割合（平均貸付割合（」に、「の規定により告示された

割合」を「に規定する平均貸付割合をいう。次項において同じ。）」

に、 「こ の条 に おい て同 じ」 を 「こ の項 にお い て同 じ」 に改め、

「（以下この条において「特例基準割合適用年」という。）」を削

り、「当該特例基準割合適用年」を「その年」に、「特例基準割合

に」を「延滞金特例基準割合に」に改め、同条第２項中「特例基準割

合適用年中」を「各年の平均貸付割合に年０．５パーセントの割合を

加算した割合が年７．３パーセントの割合に満たない場合には、その

年中」に、「当該特例基準割合適用年」を「その年」に、「特例基準

割合と」を「当該加算した割合と」に改める。  

  附則第１条の２の２第１項中「特例基準割合」を「加算した割合」

に改める。  

  附則第２条中「平成３４年度」を「令和４年度」に改める。  

  附則第３条の３の２第１項中「平成４５年度」を「令和１５年度」

に、「平成３３年」を「令和３年」に改める。  

  附則第４条第１項中「平成３３年度」を「令和６年度」に改める。  

  附則第５条の２の２中「又は法附則第１５条」を「又は附則第１５



 

 

条」に改める。  

  附則第５条の３第２項を削り、同条第３項中「附則第１５条第２項

第６号」を「附則第１５条第２項第５号」に改め、同項を同条第２項

とし、同条第４項中「附則第１５条第３３項第１号イ」を「附則第１５

条第３０項第１号イ」に改め、同項を同条第３項とし、同条第５項中

「附則第１５条第３３項第１号ロ」を「附則第１５条第３０項第１号

ロ」に改め、同項を同条第４項とし、同条第６項を削り、同条第７項

中「附則第１５条第３３項第１号ニ」を「附則第１５条第３０項第１

号ハ」に改め、同項を同条第５項とし、同条第８項中「附則第１５条

第３３項第１号ホ」を「附則第１５条第３０項第１号ニ」に改め、同

項を同条第６項とし、同条第９項中「附則第１５条第３３項第２号

イ」を「附則第１５条第３０項第２号イ」に改め、同項を同条第７項

とし、同条第１０項中「附則第１５条第３３項第２号ロ」を「附則第

１５条第３０項第２号ロ」に改め、同項を同条第８項とし、同項の次

に次の１項を加える。  

 ９  法附則第１５条第３０項第２号ハに規定する設備について同号に

規定する市町村の条例で定める割合は４分の３とする。  

  附則第５条の３第１１項中「附則第１５条第３３項第３号イ」を

「附則第１５条第３０項第３号イ」に改め、同項を同条第１０項と

し、同条第１２項中「附則第１５条第３３項第３号ロ」を「附則第１５

条第３０項第３号ロ」に改め、同項を同条第１１項とし、同条第１３

項中「附則第１５条第３３項第３号ハ」を「附則第１５条第３０項第

３号ハ」に改め、同項を同条第１２項とし、同条第１４項中「附則第

１５条第３８項」を「附則第１５条第３４項」に改め、同項を同条第

１３項とし、同条第１５項を削り、同条第１６項中「附則第１５条第

４４項」を「附則第１５条第３８項」に改め、同項を同条第１４項と

し、同条第１７項中「附則第１５条第４５項」を「附則第１５条第３９

項」に改め、同項を同条第１５項とし、同条第１８項中「附則第１５

条第４７項」を「附則第１５条第４１項」に、「ゼロ」を「零」に改

め、同項を同条第１６項とし、同条第１９項を削り、同条第２０項を

同条第１７項とする。  

  附則第６条の見出し中「平成３２年度」を「令和２年度」に改め

る。  



 

 

  附則第６条の２の見出し中「平成３１年度又は平成３２年度」を

「令和元年度又は令和２年度」に改め、同条第１項中「平成３１年度

分又は平成３２年度分」を「令和元年度分又は令和２年度分」に改

め、同条第２項中「平成３１年度適用土地又は平成３１年度類似適用

土地」を「令和元年度適用土地又は令和元年度類似適用土地」に、

「平成３２年度分」を「令和２年度分」に改める。  

  附則第７条の見出し中「平成３２年度」を「令和２年度」に改め、

同条中「平成３２年度」を「令和２年度」に、「又は法」を「又は」

に改める。  

  附則第８条の見出し中「平成３２年度」を「令和２年度」に改め、

同条中「平成３２年度」を「令和２年度」に、「又は法」を「又は」

に改める。  

  附則第８条の３中「平成３２年度」を「令和２年度」に、「又は

法」を「又は」に改める。  

  附則第１０条第１項中「又は法」を「又は」に、「平成３２年度」

を「令和２年度」に改め、同条第２項中「平成３３年３月３１日」を

「令和３年３月３１日」に改める。  

  附則第１０条の２の２中「平成３１年１０月１日から平成３２年９

月３０日まで」を「令和元年１０月１日から令和２年９月３０日ま

で」に改める。  

  附則第１０条の２の３中「県知事が軽自動車税の環境性能割を課さ

ない軽自動車」を「県知事が自動車税の環境性能割を課さない自動

車」に改める。  

  附則第１１条第２項から第４項までの規定中「平成３２年３月３１

日」を「令和２年３月３１日」に、「平成３２年度分」を「令和２年

度分」に、「平成３２年４月１日から平成３３年３月３１日まで」を

「令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで」に、「平成３３年

度分」を「令和３年度分」に改める。  

  附則第１２条第１項中「第３５条の２第１項」の次に「、第３５条

の３第１項」を加える。  

  附則第１２条の２第１項及び第２項中「平成３２年度」を「令和５

年度」に改め、同条第３項中「第３５条の２」を「第３５条の３」に

改める。  



 

 

  附則第１９条中「平成３５年度」を「令和５年度」に改める。  

第２条  流山市税条例の一部を次のように改正する。  

  第１８条中「第３２１条の８第２２項及び第２３項の申告書に」を

「第３２１条の８第３４項及び第３５項の申告書に」に、「において

は」を「には」に改め、同条第４号中「によって」を「により」に改

め、同条第５号中「、第４項又は第１９項」を「又は第３１項」に改

め、同条第６号中「第３２１条の８第２２項及び第２３項」を「 第

３２１条の８第３４項及び第３５項」に改める。  

  第１９条中「及び第４項」を削る。  

  第２２条第３項中「規定する収益事業」の次に「（以下この項及び

第３０条第２項の表第１号において「収益事業」という。）」を加

え、「第３０条第２項の表の第１号」を「同号」に、「第４５条第１０

項から第１２項まで」を「第４５条第９項から第１６項まで」に改め

る。  

  第３０条第２項の表第１項オ中「第２９２条第１項第４号の５」を

「第２９２条第１項第４号の２」に改め、同条第３項中「、同項第２

号の連結事業年度開始の日から６月の期間若しくは同項第３号の連結

法人税額の課税標準の算定期間又は同項第４号」を「若しくは同項第

２号の期間又は同項第３号」に改める。  

  第４５条第１項中「第４項、第１９項、第２２項及び第２３項」を

「第３１項、第３４項及び第３５項」に、「第１０項、第１１項及び

第１３項」を「第９項、第１０項及び第１２項」に、「第４項、第１９

項及び第２３項」を「第３１項及び第３５項」に、「同条第２２項」

を「同条第３４項」に、「第３項」を「第２項後段」に改め、同条第

２項中「又は第６８条の９１第４項及び第１０項」を削り、「第３２１

条の８第２４項」を「第３２１条の８第３６項」に改め、同条第３項

中「第６６条の９の３第４項及び第１０項又は第６８条の９３の３第

４項及び第１０項」を「第６６条の９の３第３項及び第９項」に、

「第３２１条の８第２５項」を「第３２１条の８第３７項」に改め、

同条第４項中「第３２１条の８第２６項」を「第３２１条の８第３８

項」に改め、同条第５項中「第３２１条の８第２２項」を「第３２１

条の８第３４項」に、「同条第２１項」を「同条第３３項」に、「、

第４項又は第１９項」を「又は第３１項」に、「同条第２３項」を



 

 

「同条第３５項」に改め、同条第６項中「、第４項又は第１９項」を

「又は第３１項」に、「同条第２２項」を「同条第３４項」に、「第

３２１条の８第２３項」を「第３２１条の８第３５項」に改め、同条

第７項中「第３２１条の８第２２項」を「第３２１条の８第３４項」

に、「、第４項又は第１９項」を「又は第３１項」に、「第３２１条

の８第２３項」を「第３２１条の８第３５項」に改め、同条第９項を

削り、同条第１０項中「第３２１条の８第４２項」を「第３２１条の

８第５２項」に、「同条第４２項」を「同条第５２項」に、「第１２

項」を「第１１項」に改め、同項を同条第９項とし、同条第１１項を

同条第１０項とし、同条第１２項中「第１０項」を「第９項」に改

め、同項を同条第１１項とし、同条第１３項中「第１０項」を「第９

項」に、「第７５条の４第２項」を「第７５条の５第２項」に改め、

同項を同条第１２項とし、同条第１４項を同条第１３項とし、同条第

１５項中「第１３項」を「第１２項」に、「第１０項」を「第９項」

に改め、同項を同条第１４項とし、同条第１６項中「第１３項前段」

を「第１２項前段」に、「第３２１条の８第５１項」を「第３２１条

の８第６１項」に、「第１０項」を「第９項」に改め、同項を同条第

１５項とし、同条第１７項中「第１３項後段」を「第１２項後段」

に、「第１５項」を「第１４項」に、「第７５条の４第３項若しくは

第６項（同法第８１条の２４の３第２項において準用する場合を含

む。）」を「第７５条の５第３項若しくは第６項」に、「第１０項」

を「第９項」に改め、同項を同条第１６項とする。  

  第４６条第２項中「、第４項又は第１９項」を「又は第３１項」

に、「同条第２３項」を「同条第３５項」に、「、第２項又は第４

項」を「又は第２項」に改め、同条第３項中「、第４項又は第１９

項」を「又は第３１項」に改め、「（同条第２項又は第４項に規定す

る申告書を提出すべき法人が連結子法人の場合には、当該連結子法人

との間に連結完全支配関係がある連結親法人（法人税法第２条第１２

号の ６の ７に 規 定す る連 結親 法 人を いう 。以 下 この 項に おいて同

じ。）若しくは連結完全支配関係があった連結親法人が法人税に係る

修正申告書を提出し、又は法人税に係る更正若しくは決定を受けたこ

と。次項第２号において同じ。）」を削り、同条第４項中「、第４項

又は第１９項」を「又は第３１項」に改める。  



 

 

  第４７条の２第４項から第６項までを削る。  

  第８４条第２項ただし書中「０．７グラム」を「１グラム」に、

「０．７本」を「１本」に改める。  

  附則第１条の２第２項中「及び第４項」を削る。  

第３条  流山市税条例等の一部を改正する条例（平成３１年流山市条例

第１２号）の一部を次のように改正する。  

  第３条のうち、流山市税条例第２３条第１項第２号の改正規定を削

り、同条例附則第１１条に１項を加える改正規定中「平成３３年４月

１日から平成３４年３月３１日まで」を「令和３年４月１日から令和

４年３月３１日まで」に、「平成３４年度分」を「令和４年度分」

に、「平成３４年４月１日から平成３５年３月３１日まで」を「令和

４年４月１日から令和５年３月３１日まで」に、「平成３５年度分」

を「令和５年度分」に改める。  

  附則第１条第１号中「平成３１年６月１日」を「令和元年６月１

日」に改め、同条第２号中「平成３１年１０月１日」を「令和元年１０

月１日」に改め、同条第３号中「平成３２年１月１日」を「令和２年

１月１日」に改め、同条第４号を次のように改める。  

 （４）削除  

  附則第１条第５号中「（前号に掲げる改正規定を除く。）」を削

り、「平成３３年４月１日」を「令和３年４月１日」に改める。  

  附則第２条第１項中「平成３１年度」を「令和元年度」に改め、同

条第２項中「平成３２年度」を「令和２年度」に、「平成３１年度

分」を「令和元年度分」に改め、同条第３項中「平成３２年度分」を

「令和２年度分」に改め、同項の表中「平成３１年６月１日」を「令

和元年６月１日」に改める。  

  附則第３条第１項中「３２年新条例」を「２年新条例」に、「平成

３２年度」を「令和２年度」に、「平成３１年度分」を「令和元年度

分」に改め、同条第２項及び第３項中「３２年新条例」を「２年新条

例」に改める。  

  附則第４条を次のように改める。  

 第４条  削除  

  附則第５条中「平成３１年度」を「令和元年度」に改める。  

  附則第６条中「平成３１年度分」を「令和元年度分」に改める。  



 

 

  附則第７条第１項中「３１年１０月新条例」を「元年１０月新条

例」に改め、同条第２項中「３１年１０月新条例」を「元年１０月新

条例」に、「平成３２年度」を「令和２年度」に改める。  

  附則第８条中「平成３３年度」を「令和３年度」に、「平成３２年

度分」を「令和２年度分」に改める。  

   附  則  

 （施行期日）  

第 1 条  この条例は、令和２年４月１日から施行する。ただし、次の各

号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。  

（１）第１条中流山市税条例第８４条第２項にただし書を加える改正規

定及び同条第４項の改正規定並びに附則第６条の規定  令和２年

１０月１日  

（２）第１条中流山市税条例第２３条第１項第２号、第３３条の２及び

第３５条の２第１項ただし書の改正規定並びに同条例附則第１条

の２及び第１条の２の２第１項の改正規定並びに次条並びに附則

第３条第２項及び第３項の規定  令和３年１月１日  

（３）第２条中流山市税条例第８４条第２項ただし書の改正規定及び附

則第７条の規定  令和３年１０月１日  

（４）第２条（前号に掲げる改正規定を除く。）及び附則第４条の規定

 令和４年４月１日  

（５）第１条中流山市税条例附則第１２条第１項及び第１２条の２第３

項の改正規定  土地基本法等の一部を改正する法律（令和２年法

律第１２号）附則第１項第１号に掲げる規定の施行の日の属する

年の翌年の１月１日  

 （延滞金に関する経過措置）  

第２条  第１条の規定による改正後の流山市税条例（以下「新条例」と

いう。）附則第１条の２の規定は、前条第２号に掲げる規定の施行の

日以後の期間に対応する延滞金について適用し、同日前の期間に対応

する延滞金については、なお従前の例による。  

 （市民税に関する経過措置）  

第３条  別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中個人の市民税に

関する部分は、令和２年度以後の年度分の個人の市民税について適用

し、令和元年度分までの個人の市民税については、なお従前の例によ



 

 

る。  

２  新条例第２３条第１項（第２号に係る部分に限る。）、第３３条の

２及び第３５条の２第１項の規定は、令和３年度以後の年度分の個人

の市民税について適用し、令和２年度分までの個人の市民税について

は、なお従前の例による。  

３  令和３年度分の個人の市民税に係る申告書の提出に係る新条例第３５

条の２第１項の規定の適用については、同項ただし書中「地震保険料

控除額」とあるのは、「地震保険料控除額、ひとり親控除額（地方税

法等の一部を改正する法律（令和２年法律第５号）第１条の規定によ

る改正前の法（以下「旧法」という。）第２９２条第１項第１１号に

規定する寡婦（旧法第３１４条の２第３項の規定に該当するものに限

る。）又は旧法第２９２条第１項第１２号に規定する寡夫である第２２

条第１項第１号に掲げる者に係るものを除く。）」とする。  

４  新条例第３５条の３の２第１項の規定は、この条例の施行の日（以

下「施行日」という。）以後に支払を受けるべき同項に規定する給与

について提出する同項及び同条第２項に規定する申告書について適用

する。  

５  新条例第３５条の３の３第１項の規定は、施行日以後に支払を受け

るべき所得税法（昭和４０年法律第３３号）第２０３条の６第１項に

規定する公的年金等（同法第２０３条の７の規定の適用を受けるもの

を除く。）について提出する新条例第３５条の３の３第１項に規定す

る申告書について適用する。  

第４条  附則第１条第４号に掲げる規定による改正後の流山市税条例の

規定中法人の市民税に関する部分は、同号に掲げる規定の施行の日

（以下この条において「４号施行日」という。）以後に開始する事業

年度（所得税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第８号）第３

条の規定（同法附則第１条第５号ロに掲げる改正規定に限る。）によ

る改正前の法人税法（昭和４０年法律第３４号。以下この条において

「４年旧法人税法」という。）第２条第１２号の７に規定する連結子

法人（次項において「連結子法人」という。）の連結親法人事業年度

（４年旧法人税法第１５条の２第１項に規定する連結親法人事業年度

をいう。次項において同じ。）が４号施行日前に開始した事業年度を

除く。）分の法人の市民税について適用する。  



 

 

２  ４号施行日前に開始した事業年度（連結子法人の連結親法人事業年

度が４号施行日前に開始した事業年度を含む。）分の法人の市民税及

び４号施行日前に開始した連結事業年度（４年旧法人税法第１５条の

２第 １項 に規 定 する 連結 事業 年 度を いう 。以 下 この 項に おいて同

じ。）（連結子法人の連結親法人事業年度が４号施行日前に開始した

連結事業年度を含む。）分の法人の市民税については、なお従前の例

による。  

 （固定資産税に関する経過措置）  

第５条  別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中固定資産税に関

する部分は、令和２年度以後の年度分の固定資産税について適用し、

令和元年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。  

２  新条例第４８条第４項の規定は、令和３年度以後の年度分の固定資

産税について適用し、令和２年度分までの固定資産税については、な

お従前の例による。  

３  新条例第４８条第５項の規定は、令和３年度以後の年度分の固定資

産税について適用する。  

４  新条例第６３条の６の規定は、施行日以後に、同条に規定する現所

有者であることを知った者について適用する。  

５  平成３０年４月１日から令和２年３月３１日までの間に取得された

地方税法等の一部を改正する法律第１条の規定による改正前の地方税

法（昭和２５年法律第２２６号。次項及び第７項において「旧法」と

いう。）附則第１５条第２項に規定する施設又は設備に対して課する

固定資産税については、なお従前の例による。  

６  平成３０年４月１日から令和２年３月３１日までの間に新たに取得

された旧法附則第１５条第３３項に規定する特定再生可能エネルギー

発電設備に対して課する固定資産税については、なお従前の例によ

る。  

７  平成２８年４月１日から令和２年３月３１日までの間に新たに取得

された旧法附則第１５条第４０項に規定する家屋及び償却資産に対し

て課する固定資産税については、なお従前の例による。  

 （市たばこ税に関する経過措置）  

第６条  附則第１条第１号に掲げる規定の施行の日前に課した、又は課

すべきであった葉巻たばこに係る市たばこ税については、なお従前の



 

 

例による。  

第７条  附則第１条第３号に掲げる規定の施行の日前に課した、又は課

すべきであった葉巻たばこに係る市たばこ税については、なお従前の

例による。  

 （流山市税条例等の一部を改正する条例の一部改正）  

第８条  流山市税条例等の一部を改正する条例（平成２７年流山市条例

第２０号）の一部を次のように改正する。  

  附則第５条第２項第３号中「平成３１年９月３０日」を「令和元年

９月３０日」に改め、同条第１３項中「平成３１年１０月１日」を

「令和元年１０月１日」に改め、同条第１４項の表第５項の項中「平

成３１年１０月３１日」を「令和元年１０月３１日」に改め、同表第

６項の項中「平成３２年３月３１日」を「令和２年３月３１日」に改

める。  

第９条  流山市税条例等の一部を改正する条例（平成２８年流山市条例

第２０号）の一部を次のように改正する。  

  附則第１条第４号中「平成３１年１０月１日」を「令和元年１０月

１日」に改める。  

  附則第２条の２中「３１年新条例」を「元年新条例」に改める。  

  附則第４条第１項中「３１年新条例」を「元年新条例」に改め、同

条第２項中「３１年新条例」を「元年新条例」に、「平成３２年度」

を「令和２年度」に、「平成３１年度分」を「令和元年度分」に改め

る。  

 （流山市税条例の一部を改正する条例の一部改正）  

第１０条  流山市税条例の一部を改正する条例（平成２９年流山市条例

第９号）の一部を次のように改正する。  

  附則第１条第３号中「平成３１年１０月１日」を「令和元年１０月

１日」に改める。  

  附則第２条第２項中「平成３１年度」を「令和元年度」に改める。  

 （流山市税条例等の一部を改正する条例の一部改正）  

第１１条  流山市税条例等の一部を改正する条例（平成３０年流山市条

例第２６号）の一部を次のように改正する。  

  附則第１条第４号中「平成３１年１０月１日」を「令和元年１０月

１日」に改め、同条第５号中「平成３２年４月１日」を「令和２年４



 

 

月１日」に改め、同条第６号中「平成３２年１０月１日」を「令和２

年１０月１日」に改め、同条第７号中「平成３３年１月１日」を「令

和３年１月１日」に改め、同条第８号中「平成３３年１０月１日」を

「令和３年１０月１日」に改め、同条第９号中「平成３４年１０月１

日」を「令和４年１０月１日」に改める。  

  附則第２条第１項中「平成３１年度」を「令和元年度」に改め、同

条第２項中「平成３３年度」を「令和３年度」に、「平成３２年度

分」を「令和２年度分」に改める。  

  附則第６条中「平成３１年９月３０日」を「令和元年９月３０日」

に改める。  

  附則第８条第１項中「平成３２年１０月１日」を「令和２年１０月

１日」に改め、同条第２項中「平成３２年１１月２日」を「令和２年

１１月２日」に改め、同条第３項中「平成３３年３月３１日」を「令

和３年３月３１日」に改め、同条第４項及び第５項中「３２年新条

例」を「２年新条例」に改める。  

  附則第１０条第１項中「平成３３年１０月１日」を「令和３年１０

月１日」に改め、同条第２項中「平成３３年１１月１日」を「令和３

年１１月１日」に改め、同条第３項中「平成３４年３月３１日」を

「令和４年３月３１日」に改め、同条第４項及び第５項中「３３年新

条例」を「３年新条例」に改める。  

 



 

 

議案第  ３５  号  

 

 

   専決処分の承認を求めることについて  

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定によ

り、別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定により報告し、  

承認を求める。  

  令和２年６月４日提出  

 流山市長   井  崎  義  治    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  地方税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第２６号）

が令和２年４月３０日に公布され、同日等をもって施行された

ことに伴い、新型コロナウイルス感染症の影響を受ける納税者

等に関する特例措置等について特に緊急を要したため、同日付

けで専決処分したので、その承認を求めるためである。  

  



 

 

専  決  処  分  書  

 

 流山市税条例の一部を改正する条例の制定について、地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別紙のとおり

専決処分する。  

  令和２年４月３０日  

流山市長   井  崎  義  治    

  



 

 

   流山市税条例の一部を改正する条例  

 （流山市税条例の一部改正）  

第１条  流山市税条例（昭和２６年流山市条例第８号）の一部を次のよ

うに改正する。  

  附則第５条の２の２中「法附則第１５条から第１５条の３の２ま

で」の次に「、第６１条又は第６２条」を、「又は附則第１５条から

第１５条の３の２まで」の次に「、第６１条若しくは第６２条」を加

える。  

  附則第５条の３に次の１項を加える。  

 １８  法附則第６２条に規定する市町村の条例で定める割合は零とす

る。  

  附則第１０条の２の２中「令和２年９月３０日」を「令和３年３月

３１日」に改める。  

  附則に次の１条を加える。  

  （新型コロナウイルス感染症等に係る徴収猶予の特例に係る手続

等）  

 第２０条  第７条第７項の規定は、法附則第５９条第３項において準

用する法第１５条の２第８項に規定する条例で定める期間につい

て準用する。  

第２条  流山市税条例の一部を次のように改正する。  

  附則第５条の２の２中「第６１条又は第６２条」を「第６３条又は

第６４条」に、「第６１条若しくは第６２条」を「第６３条若しくは

第６４条」に改める。  

  附則第５条の３第１８項中「附則第６２条」を「附則第６４条」に

改める。  

  附則に次の２条を加える。  

  （新型コロナウイルス感染症等に係る寄附金税額控除の特例）  

 第２１条  所得割の納税義務者が、新型コロナウイルス感染症等の影

響に対応するための国税関係法律の臨時特例に関する法律（令和

２年法律第２５号。次条において「新型コロナウイルス感染症特

例法」という。）第５条第４項に規定する指定行事のうち、市長

が指定するものの中止若しくは延期又はその規模の縮小により生

じた当該指定行事の入場料金、参加料金その他の対価の払戻しを



 

 

請求する権利の全部又は一部の放棄を同条第１項に規定する指定

期間内にした場合には、当該納税義務者がその放棄をした日の属

する年中に法附則第６０条第４項に規定する市町村放棄払戻請求

権相当額の法第３１４条の７第１項第３号に掲げる寄附金を支出

したものとみなして、第３３条の７の規定を適用する。  

  （新型コロナウイルス感染症等に係る住宅借入金等特別税額控除の

特例）  

 第２２条  所得割の納税義務者が前年分の所得税につき新型コロナウ

イルス感染症特例法第６条第４項の規定の適用を受けた場合にお

ける附則第３条の３の２第１項の規定の適用については、同項中

「令和１５年度」とあるのは、「令和１６年度」とする。  

   附  則  

 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和

３年１月１日から施行する。  



議案第  ３６  号  

 

 

   専決処分の承認を求めることについて  

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定によ

り、別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定により報告し、

承認を求める。  

  令和２年６月４日提出  

流山市長   井  崎  義  治    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  地方税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第５号）が

令和２年３月３１日に公布され、同年４月１日等をもって施行

されたことに伴い、令和２年度以後の都市計画税の賦課につい

て特に緊急を要したため、同年３月３１日付けで専決処分した

ので、その承認を求めるためである。  

  



専  決  処  分  書  

 

 流山市都市計画税条例の一部を改正する条例の制定について、地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別紙

のとおり専決処分する。  

  令和２年３月３１日  

流山市長   井  崎  義  治    

  



   流山市都市計画税条例の一部を改正する条例  

 流山市都市計画税条例（昭和３２年流山市条例第１号）の一部を次の

ように改正する。  

 第２条第２項中「第３４９条の３第１０項から第１２項まで、第２２

項から第２４項まで、第２６項、第２８項から第３１項まで、第３３項

又は第３４項」を「第３４９条の３第９項から第１１項まで、第２１項

から第２３項まで、第２５項、第２７項から第３０項まで、第３２項又

は第３３項」に改める。  

 附則第２項（見出しを含む。）中「附則第１５条第４４項」を「附則

第１５条第３８項」に改める。  

 附則第３項（見出しを含む。）中「附則第１５条第４５項」を「附則

第１５条第３９項」に改める。  

 附則第４項を削り、附則第５項を附則第４項とする。  

 附則第６項の前の見出し中「平成３２年度」を「令和２年度」に改め、

同項中「平成３２年度」を「令和２年度」に、「第２０項」を「第１８

項」に、「又は法」を「又は」に改め、同項を附則第５項とする。  

 附則第７項中「平成３２年度」を「令和２年度」に、「第２０項」を

「第１８項」に、「又は法」を「又は」に改め、同項を附則第６項とす

る。  

 附則第８項中「附則第６項」を「附則第５項」に、「平成３２年度」

を「令和２年度」に、「第２０項」を「第１８項」に、「又は法」を「又

は」に改め、同項を附則第７項とする。  

 附則第９項中「平成３２年度」を「令和２年度」に、「附則第６項」

を「附則第５項」に、「第２０項」を「第１８項」に、「又は法」を「又

は」に改め、同項を附則第８項とする。  

 附則第１０項中「平成３２年度」を「令和２年度」に、「附則第６項」

を「附則第５項」に、「第２０項」を「第１８項」に、「又は法」を「又

は」に改め、同項を附則第９項とする。  

 附則第１１項中「平成３２年度」を「令和２年度」に改め、同項を附

則第１０項とする。  

 附則第１２項の見出し中「平成３２年度」を「令和２年度」に改め、

同項中「平成３２年度」を「令和２年度」に、「第２０項」を「第１８

項」に、「又は法」を「又は」に改め、同項を附則第１１項とする。  



 附則第１３項を附則第１２項とする。  

 附則第１４項中「平成３２年度」を「令和２年度」に、「第２０項」

を「第１８項」に、「又は法」を「又は」に改め、同項を附則第１３項

とする。  

 附則第１５項中「平成３２年度」を「令和２年度」に、「第２０項」

を「第１８項」に、「又は法」を「又は」に改め、同項を附則第１４項

とする。  

 附則第１６項を附則第１５項とする。  

 附則第１７項中「附則第６項及び第８項」を「附則第５項及び第７項」

に、「附則第６項及び第９項」を「附則第５項及び第８項」に、「附則

第７項、第９項及び第１０項」を「附則第６項、第８項及び第９項」に、

「附則第９項、第１０項及び第１２項」を「附則第８項、第９項及び第

１１項」に、「附則第１２項」を「附則第１１項」に、「附則第１３項

から第１５項まで」を「附則第１２項から第１４項まで」に、「附則第

１４項」を「附則第１３項」に改め、同項を附則第１６項とする。  

 附則第１８項中「、第１９項、第２１項から第２５項まで、第２７項、

第２８項、第４０項、第４３項から第４５項まで若しくは第４８項から

第５０項まで」を「から第２２項まで、第２４項、第２５項、第３７項

から第３９項まで、第４２項から第４４項まで」に、「第３４項」を「第

３３項」に「又は法」を「又は」に改め、同項を附則第１７項とする。  

 附則第１９項を附則第１８項とする。  

   附  則  

 （施行期日）  

１  この条例は、令和２年４月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２  別段の定めがあるものを除き、この条例による改正後の流山市都市

計画税条例の規定は、令和２年度以後の年度分の都市計画税について

適用し、令和元年度分までの都市計画税については、なお従前の例に

よる。  



議案第  ３７  号  

 

 

   専決処分の承認を求めることについて  

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定によ

り、別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定により報告し、

承認を求める。  

  令和２年６月４日提出  

流山市長   井  崎  義  治    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  地方税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第２６号）

が令和２年４月３０日に公布され、同日等をもって施行された

ことに伴い、新型コロナウイルス感染症の影響を受ける納税者

等に関する特例措置等について特に緊急を要したため、同日付

けで専決処分したので、その承認を求めるためである。  

  



専  決  処  分  書  

 

 流山市都市計画税条例の一部を改正する条例の制定について、地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別紙

のとおり専決処分する。  

  令和２年４月３０日  

流山市長   井  崎  義  治    

  



   流山市都市計画税条例の一部を改正する条例  

第１条  流山市都市計画税条例（昭和３２年流山市条例第１号）の一部

を次のように改正する。  

  附則第１７項中「又は第１５条の３」を「、第１５条の３又は第６１

条」に改め、「第１５条の３まで」の次に「若しくは第６１条」を加

える。  

第２条  流山市都市計画税条例の一部を次のように改正する。  

  附則第１７項中「第６１条」を「第６３条」に改める。  

   附  則  

 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和

３年１月１日から施行する。  



議案第  ３８  号  

 

 

   専決処分の承認を求めることについて  

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定によ

り、別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定により報告し、

承認を求める。  

  令和２年６月４日提出  

流山市長   井  崎  義  治    

○  

○  

○  

○  

○  

○  

○  

○  

○  

○  

提案理由  介護保険法施行令及び介護保険の国庫負担金の算定等に関す

る政令の一部を改正する政令（令和２年政令第９８号）が令和

２年３月３０日に公布され、同年４月１日をもって施行された

ことに伴い、令和２年度以後の年度分の介護保険料の賦課につ

いて特に緊急を要したため、同年３月３０日付けで流山市介護

保険条例の一部を改正する条例の制定について専決処分したの

で、その承認を求めるためである。  

 



専  決  処  分  書  

 

 流山市介護保険条例の一部を改正する条例の制定について、地方自治

法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別紙の

とおり専決処分する。  

  令和２年３月３０日  

流山市長   井  崎  義  治    



   流山市介護保険条例の一部を改正する条例  

 流山市介護保険条例（平成１２年流山市条例第６号）の一部を次のよ

うに改正する。  

 第４条第１項中「平成３２年度」を「令和２年度」に改め、同条第２

項中「平成３１年度及び平成３２年度の各年度」を「令和２年度」に、

「１８，６００円」を「１３，９００円」に改め、同条第３項中「平成

３１年度及び平成３２年度の各年度」を「令和２年度」に、「１８，６００

円」を「１３，９００円」に、「２６，９００円」を「１８，９００

円」に改め、同条第４項中「平成３１年度及び平成３２年度の各年度」

を「令和２年度」に、「１８，６００円」を「１３，９００円」に、

「４２，７００円」を「４１，１００円」に改める。  

 第６条第３項中「第４条第６号イ」を「第４条第１項第６号イ」に改

める。  

 第８条第１項中「１，０００円未満の端数があるときは、これを切り

捨てる」を「１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨て

る。」に改める。  

   附  則  

 （施行期日）  

１  この条例は、令和２年４月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２  この条例による改正後の第４条の規定は、令和２年度分の保険料に

ついて適用し、平成３１年度分までの保険料については、なお従前の

例による。  

 



議案第  ３９  号  

 

 

   流山市重度障害者医療費及び特定疾病者医療費の支給に関する条

例の一部を改正する条例の制定について  

 流山市重度障害者医療費及び特定疾病者医療費の支給に関する条例の

一部を改正する条例を別紙のとおり制定する。  

  令和２年６月４日提出  

流山市長   井  崎  義  治  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  精神障害者保健福祉手帳１級所持者へ助成する医療の範囲

及び支給する医療費の額を拡大するとともに、支給方法を現

物給付とするためである。  

  



   流山市重度障害者医療費及び特定疾病者医療費の支給に関する条

例の一部を改正する条例  

流山市重度障害者医療費及び特定疾病者医療費の支給に関する条例

（平成１９年流山市条例第４５号）の一部を次のように改正する。  

第３条第１項第３号中「障害等級」の次に「（第６条において「障害

等級」という。）」を加える。  

第６条第１項中「該当する重度障害者」の次に「並びに同項第３号の

規定に該当する重度障害者のうち障害等級が１級の者」を加え、同条第

４項中「該当する重度障害者」の次に「のうち、障害等級が２級の者」

を加える。  

別表第２中「１級又は」を削る。  

附  則  

 （施行期日）  

１  この条例は、令和２年８月１日から施行する。  

 （適用）  

２  この条例による改正後の流山市重度障害者医療費及び特定疾病者医

療費の支給に関する条例の規定は、この条例の施行の日以後に受けた

保険医療等について適用し、同日前に受けた保険医療等については、

なお従前の例による。  



議案第  ４０  号  

 

 

   流山市おおたかの森児童センターの設置及び管理に関する条例の

制定について  

 流山市おおたかの森児童センターの設置及び管理に関する条例を別紙

のとおり制定する。  

  令和２年６月４日提出  

流山市長   井  崎  義  治    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  公の施設として流山市おおたかの森児童センターを設置し、

その管理及び当該施設において実施する一時預かり事業につい

て必要な事項を定め、指定管理者による管理を行わせるためで

ある。  



   流山市おおたかの森児童センターの設置及び管理に関する条例  

 （趣旨）  

第１条  この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第１項の規定により、流山市おおたかの森児童センターの設置

及び管理に関し必要な事項を定めるものとする。  

 （設置）  

第２条  児童に健全な遊びを提供することにより、その健康を増進し、

情操を豊かにすることを目的として、流山市おおたかの森児童センタ

ー（以下「児童センター」という。）を設置する。  

 （名称及び位置）  

第３条  児童センターの名称及び位置は、次のとおりとする。  

名称  位置  

流山市おおたかの森児童センター  流山市おおたかの森西二丁目７番

地の１  

 （事業）  

第４条  児童センターは、次に掲げる事業を行う。  

（１）健全な遊びの指導に関すること。  

（２）個別的又は集団的な余暇指導に関すること。  

（３）地域の子ども育成事業活動の指導に関すること。  

（４）体力の増進の指導に関すること。  

（５）その他目的の達成のために必要な事項に関すること。  

２  前項に掲げるもののほか、児童センターは、乳児又は幼児（以下「乳

幼児」という。）を家庭において保育することが一時的に困難となっ

た場合又は保護者の心理的・肉体的負担を軽減する必要が生じた場合

に対応するため、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第６条の

３第７項に規定する一時預かり事業（以下「一時預かり」という。）

を行う。  

 （指定管理者による管理）  

第５条  市は、児童センターの設置目的を効果的に達成するため、法人

その他の団体であって市が指定するもの（以下「指定管理者」という。）

に、児童センターの管理を行わせるものとする。  

２  前項に規定する指定管理者の指定に係る手続等については、流山市

公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例（平成１６年流



山市条例第２７号）の定めるところによる。  

 （指定管理者が行う業務の範囲）  

第６条  指定管理者は、次に掲げる業務を行うものとする。  

（１）児童センターの施設及び設備の維持管理に関すること。  

（２）第４条に規定する事業に関すること。  

（３）第９条に規定する使用の許可に関すること。  

（４）第１０条に規定する使用の制限に関すること。  

（５）第１１条に規定する使用の禁止及び許可の取消しに関すること。  

（６）第１９条に規定する利用料金の収受に関すること。  

 （開館時間及び休館日）  

第７条  児童センターの開館時間は、午前９時から午後５時までとする。 

２  児童センターの休館日は、次のとおりとする。  

（１）日曜日  

（２）国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）第３条に

規定する休日（前号に掲げる日を除く。）  

（３）１月２日から同月４日まで及び１２月２８日から同月３１日まで

（前２号に掲げる日を除く。）  

（４）毎月の第１土曜日及び第３月曜日。ただし、その日が第２号に掲

げる日である場合には、次のア及びイに掲げるときに応じ、当該ア

及びイに定める日を休館日とする。  

  ア  第１土曜日が休日のとき  第３土曜日  

  イ  第３月曜日が休日のとき  第４月曜日（その日が第２号に掲げ

る日である場合にあっては、その日後においてその日に最も近い

月曜日）  

３  前２項の規定にかかわらず、市長が特に必要と認めるときは、開館

時間及び休館日を変更することができる。  

 （使用者の範囲）  

第８条  児童センターを使用することができる者は、次に掲げる者とす

る。  

(１ ) 市内に住所を有する１８歳未満の者及びその保護者  

(２ ) 児童の健全な育成に関する事業を実施するために使用する者  

(３ ) 前２号に定める者のほか、市長が特に必要と認める者  

 （使用の許可）  



第９条  児童センターを使用しようとする者は、あらかじめ指定管理者

の許可を受けなければならない。  

２  前項に規定する許可をする場合において、指定管理者は、施設の管

理上の必要な条件を付することができる。  

 （使用の制限）  

第１０条  指定管理者は、児童センターを使用しようとする者の使用が

次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、その使用を許可しな

いものとする。  

（１）公の秩序又は善良な風俗を乱すおそれのあるとき。  

（２）児童センターの設置の目的に反するとき。  

（３）児童センターを損傷し、又は滅失するおそれのあるとき。  

（４）前３号に掲げるもののほか、施設の管理上の支障があるとき。  

 （使用の禁止及び許可の取消し）  

第１１条  指定管理者は、第９条の規定による使用の許可を受けた者（以

下「使用者」という。）の使用が次の各号のいずれかに該当するとき

は、その全部若しくは一部を禁止し、又はその許可を取り消すことが

できる。  

（１）この条例又はこの条例の規定に基づく規則に違反するとき。  

（２）虚偽の申請その他の不正の手段によるとき。  

（３）前２号に掲げるもののほか、施設の管理上の支障があるとき。  

 （現状変更）  

第１２条  使用者は、施設の現状を変更しようとするときは、あらかじ

め指定管理者の許可を受けなければならない。  

 （原状回復）  

第１３条  使用者は、施設の使用を終了したとき（第１１条の規定によ

り禁止又は取消しがあったときを含む。）は、直ちに原状に復さなけ

ればならない。  

２  使用者が前項に規定する義務を履行しないときは、指定管理者が原

状に復し、その費用を当該使用者から徴収する。  

 （損害賠償）  

第１４条  故意若しくは過失により施設を損傷し、又は滅失した者は、

これによって生じた損害の補償をしなければならない。  

 （使用料）  



第１５条  児童センターの施設の使用料は、無料とする。  

 （利用者資格）  

第１６条  一時預かりを利用できる者は、次に掲げるとおりとする。  

（１）市内に在住又は在勤する生後６か月から小学校就学前までの集団

保育が可能な乳幼児の保育を希望する当該乳幼児の保護者  

（２）前号に定める者のほか、指定管理者が特に認める者  

 （利用の承認）  

第１７条  一時預かりを利用しようとする者は、指定管理者に利用の申

込みをし、その承認を受けなければならない。  

 （利用の不承認）  

第１８条  次の各号のいずれかに該当するときは、指定管理者は、一時

預かりの利用を承認しない。  

（１）設備その他の理由により、施設に余裕がないとき。  

（２）乳幼児が疾病その他の事由により、集団保育に適さないと認めら

れるとき。  

（３）前２号に掲げるもののほか、一時預かりを実施する上で支障があ

ると認めるとき。  

 （利用料金）  

第１９条  一時預かりの利用に係る利用料金（以下「利用料金」という。）

は、乳幼児１人につき最初の１時間１，０００円、以降３０分当たり

５００円とする。  

２  第１７条の規定により一時預かりの利用の承認を受けた者は、利用

料金を利用承認の際に納付しなければならない。  

３  指定管理者は、特にやむを得ないと認めるときは、一時預かりの利

用の承認を受けた時間（以下「利用時間」という。）を超えて一時預

かりを利用させることができる。この場合においては、当該利用時間

を超えて利用した時間に応じ、乳幼児１人につき３０分当たり５００

円の利用料金を当該利用の承認を受けた者から徴収するものとする。  

４  市長は、利用料金を指定管理者の収入として収受させるものとする。 

 （利用料金の減免）  

第２０条  指定管理者は、規則で定める基準に基づき、利用料金を減額

し、又は免除することができる。  

 （利用料金の不返還）  



第２１条  既に納付した利用料金は、返還しない。ただし、指定管理者

が特別の理由があると認めるときは、その一部又は全部を返還するこ

とができる。  

 （承認の取消し）  

第２２条  次の各号のいずれかに該当するときは、指定管理者は、一時

預かりの利用の承認を取り消すことができる。  

（１）一時預かりの利用の目的又は条件に違反したとき。  

（２）この条例又はこの条例の規定に基づく規則に違反したとき。  

（３）第１８条第２号又は第３号に該当することとなったとき。  

（４）利用の申込みに虚偽があることが判明したとき。  

（５）災害その他の事故により一時預かりの利用ができなくなったとき。 

（６）工事その他の都合により市長が必要と認めるとき。  

 （利用権の譲渡等の禁止）  

第２３条  一時預かりの利用の承認を受けた者は、その権利を譲渡し、

又は転貸してはならない。  

 （免責）  

第２４条  この条例に基づく処分によって使用者に生じた損害について

は、市長及び指定管理者は一切その責めを負わない。  

 （委任）  

第２５条  この条例の施行に関し必要な事項は、市長が規則で定める。  

   附  則  

 （施行期日）  

１  この条例は、令和３年３月１日から施行する。ただし、次項及び附

則第３項の規定は、公布の日から施行する。  

 （準備行為）  

２  指定管理者の指定に係る手続及び指定管理者が児童センターの管理

を行うための準備行為は、この条例の施行の日（以下「施行日」とい

う。）前においても行うことができる。  

３  児童センターの使用等のための申請、許可その他の行為は、施行日

前においても行うことができる。  



議案第  ４１  号  

 

 

   流山市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関す

る基準を定める条例の一部を改正する条例の制定について  

 流山市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基

準を定める条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定する。  

  令和２年６月４日提出  

流山市長   井  崎  義  治    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ど

も・子育て支援施設等の運営に関する基準（平成２６年内閣府

令第３９号）の一部改正に伴い、特定教育・保育施設及び特定

地域型保育事業の運営に関する基準を改正するためである。  

  



   流山市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関す

る基準を定める条例の一部を改正する条例  

 流山市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基

準を定める条例（平成２６年流山市条例第２３号）の一部を次のように

改正する。  

 第２条第２項中「法及び児童福祉法」を「法及び令並びに児童福祉法」

に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項中「法第２８条第４項の規

定」を「法第２８条第４項」に、「法第３０条第４項の規定」を「法第

３０条第４項」に、「市町村」を「市町村（特別区を含む。以下同じ。）」

に、「特定教育・保育又は特定地域型保育」を「特定教育・保育（特別

利用保育及び特別利用教育を含む。次条第１項及び第２項において同じ。）

又は特定地域型保育（特別利用地域型保育及び特定利用地域型保育を含

む。同条第１項及び第２項において同じ。）」に、「支給認定保護者」

を「教育・保育給付認定保護者」に改め、同項を同条第２項とし、同条

に第１項として次の１項を加える。  

  この条例において、満３歳未満保育認定子どもとは、子ども・子育

て支援法施行令（平成２６年政令第２１３号。以下「令」という。）

第４条第２項に規定する満３歳未満保育認定子どもをいう。  

 第３条第１項中「適切な内容」を「適切であり、かつ、子どもの保護

者の経済的負担の軽減について適切に配慮された内容」に改める。  

 第４条の見出しを削る。  

 第２章第２節（第１３条第１項、第１７条から第２０条まで、第２７

条第３項並びに第３０条第１項、第３項及び第４項を除く。）及び第３

節（第３５条第２項及び第３６条第２項を除く。）中「支給認定保護者」

を「教育・保育給付認定保護者」に、「支給認定子ども」を「教育・保

育給付認定子ども」に改める。  

 第５条第１項中「利用者負担」を「第１３条の規定により支払を受け

る費用に関する事項」に改め、同条第４項中「、利用申込者」を「利用

申込者」に改める。  

 第６条の見出し中「利用申込みに対する」を削り、同条第２項中「小

学校就学前子どもの数」を「小学校就学前子ども」に改め、「（第４項

において「選考方法」という。）」を削り、同条第３項中「小学校就学

前子どもの数」を「小学校就学前子ども」に、「法第２０条第４項の規



定による認定」を「教育・保育給付認定」に改め、同条第４項中「選考

方法」を「これらの項の規定による選考の方法」に、「選考を」を「当

該選考を」に改める。  

 第７条第２項中「同法附則」を「同法」に改める。  

 第８条の見出し中「支給認定の有無等」を「受給資格等」に改め、同

条中「第７条第２項に規定する」を「第７条第２項の規定による」に、

「支給認定の有無」を「教育・保育給付認定の有無」に、「支給認定の

有効期間」を「教育・保育給付認定の有効期間」に改める。  

 第９条の見出し及び同条第１項中「支給認定」を「教育・保育給付認

定」に改め、同条第２項中「支給認定の変更」を「教育・保育給付認定

の変更」に、「支給認定の有効期間」を「教育・保育給付認定の有効期

間」に改める。  

 第１３条第１項中「（特別利用保育及び特別利用教育を含む。以下こ

の条及び次条において同じ。）」を削り、「支給認定保護者」を「教育・

保育給付認定保護者（満３歳未満保育認定子どもに係る教育・保育給付

認定保護者に限る。）」に、「法第２７条第３項第２号に掲げる額（特

定教育・保育施設が特別利用保育を提供する場合にあっては法第２８条

第２項第２号の規定により市が定める額とし、特別利用教育を提供する

場合にあっては同項第３号の規定により市が定める額とする。）」を「満

３歳未満保育認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者についての法

第２７条第３項第２号に掲げる額」に改め、同条第２項中「に規定する

額（当該額が現に当該特定教育・保育に要した費用を超えるときは、当

該現に特定教育・保育に要した費用の額）をいい、当該特定教育・保育

施設が特別利用保育を提供する場合にあっては法第２８条第２項第２号

に規定する内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額（当該額

が現に当該特別利用保育に要した費用を超えるときは、当該現に特別利

用保育に要した費用の額）を、特別利用教育を提供する場合にあっては

同項第３号に規定する内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の

額（当該額が現に当該特別利用教育に要した費用を超えるときは、当該

現に特別利用教育に要した費用の額）」を「に掲げる額」に改め、同条

第４項第３号を次のように改める。  

（３）食事の提供（次に掲げるものを除く。）に要する費用  

  ア  次の（ア）又は（イ）に掲げる満３歳以上教育・保育認定子ど



ものうち、その教育・保育給付認定保護者及び当該教育・保育給

付認定保護者と同一の世帯に属する者に係る市町村民税所得割合

算額がそれぞれ（ア）又は（イ）に定める金額未満であるものに

対する副食の提供  

  （ア）法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する教育・保育給付認定子ども  ７７，１０１円  

  （イ）法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する教育・保育給付認定子ども（特定満３歳以上保育認定子ど

もを除く。イ（イ）において同じ。）  ５７，７００円（令第

４条第２項第６号に規定する特定教育・保育給付認定保護者に

あっては、７７，１０１円）  

  イ  次の（ア）又は（イ）に掲げる満３歳以上教育・保育給付認定

子どものうち、負担額算定基準子ども又は小学校第３学年修了前

子ども（小学校、義務教育学校の前期課程又は特別支援学校の小

学部の第１学年から第３学年までに在籍する子どもをいう。以下

このイにおいて同じ。）が同一の世帯に３人以上いる場合にそれ

ぞれ（ア）又は（イ）に定める者に該当するものに対する副食の

提供（アに該当するものを除く。）  

  （ア）法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する教育・保育給付認定子ども  負担額算定基準子ども又は小

学校第３学年修了前子ども（そのうち最年長者及び２番目の年

長者である者を除く。）である者  

  （イ）法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する教育・保育給付認定子ども  負担額算定基準子ども（その

うち最年長者及び２番目の年長者である者を除く。）である者  

  ウ  満３歳未満保育認定子どもに対する食事の提供  

 第１３条第６項中「第３項及び第４項に規定する」を「第３項及び第

４項の規定による」に、「第４項に規定する金銭の支払に係る同意」を

「同項の規定による金銭の支払に係る同意」に改める。  

 第１４条の見出し中「施設型給付費等」を「施設型給付費」に改め、

同条第１項中「（法第２８条第１項に規定する特例施設型給付費を含む。

以下この項において同じ。）」を削る。  

 第１５条第２項中「同号に掲げる」を「同号に定める」に改める。  



 第１７条中「支給認定子どもの」を「教育・保育給付認定子どもの」

に、「支給認定子ども又はその保護者」を「当該教育・保育給付認定子

ども又は当該教育・保育給付認定子どもに係る教育・保育給付認定保護

者」に改める。  

 第１８条中「支給認定子どもに」を「教育・保育給付認定子どもに」

に、「支給認定子どもの保護者」を「教育・保育給付認定子どもに係る

教育・保育給付認定保護者」に改める。  

 第１９条の見出し中「支給認定子どもの保護者」を「教育・保育給付

認定保護者」に改め、同条中「支給認定子どもの保護者」を「教育・保

育給付認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者」に改める。  

 第２０条第５号中「支給認定保護者から受領する利用者負担その他の」

を「第１３条の規定により教育・保育給付認定保護者から支払を受ける」

に改め、同条第７号中「選考方法」を「選考の方法」に改める。  

 第２２条の見出し中「定員」を「利用定員」に改める。  

 第２７条第３項中「支給認定子どもに関する」を「教育・保育給付認

定子どもに関する」に、「支給認定子どもの保護者」を「教育・保育給

付認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者」に改める。  

 第３０条第１項中「支給認定子ども又は支給認定保護者」を「教育・

保育給付認定子ども又は教育・保育給付認定保護者」に、「支給認定子

どもの家族」を「教育・保育給付認定子どもの家族」に、「支給認定子

ども等」を「教育・保育給付認定子ども等」に改め、同条第３項及び第

４項中「支給認定子ども等」を「教育・保育給付認定子ども等」に改め

る。  

 第３４条第２項第２号中「に規定する提供した特定教育・保育に係る

必要な事項の提供」を「の規定による特定教育・保育の提供」に改め、

同項第３号から第５号までの規定中「に規定する」を「の規定による」

に改める。  

 第３５条第２項中「支給認定子どもの数」を「教育・保育給付認定子

ども」に、「支給認定子どもの総数」を「教育・保育給付認定子どもの

総数」に、「利用定員の数」を「利用定員の総数」に改め、同条第３項

中「を含む」を「を、施設型給付費には特例施設型給付費を、それぞれ

含む」に、「本章」を「前節」に、「「同号に掲げる小学校就学前子ど

もの区分に係る利用定員の総数」とあるのは「同項第２号に掲げる小学



校就学前子どもの区分に係る利用定員の総数」とする」を「第１３条第

２項中「法第２７条第３項第１号に掲げる額」とあるのは「法第２８条

第２項第２号の内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額」と、

同条第４項第３号イ（ア）中「教育・保育給付認定子ども」とあるのは

「教育・保育給付認定子ども（特別利用保育を受ける者を除く。）」と、

同号イ（イ）中「教育・保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育

給付認定子ども（特別利用保育を受ける者を含む。）」とする」に改め

る。  

 第３６条第１項中「次項」を「以下この条」に改め、同条第２項中「支

給認定子どもの数」を「教育・保育給付認定子ども」に、「支給認定子

どもの総数」を「教育・保育給付認定子どもの総数」に、「利用定員の

数」を「利用定員の総数」に改め、同条第３項中「を含む」を「を、施

設型給付費には特例施設型給付費を、それぞれ含む」に、「本章」を「前

節」に、「法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもの数」

を「法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子ども」に、「利用

の申込みに係る法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもの

数」を「利用の申込みに係る法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就

学前子ども」に、「第１３条第４項第３号中「除き、同項第２号に掲げ

る小学校就学前子どもについては主食の提供に係る費用に限る。）」と

あるのは「除く。）」とする」を「「同号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育・保育給付認定子ども」とあるのは「同項第１号又は第

２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」

と、「同号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定員」とある

のは「同項第１号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定員」

と、第１３条第２項中「法第２７条第３項第１号に掲げる額」とあるの

は「法第２８条第２項第３号の内閣総理大臣が定める基準により算定し

た費用の額」と、同条第４項第３号イ（ア）中「教育・保育給付認定子

ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（特別利用教育を受ける

者を含む。）」と、同号イ（イ）中「教育・保育給付認定子ども」とあ

るのは「教育・保育給付認定子ども（特別利用教育を受ける者を除く。）」

とする」に改める。  

 第３７条の見出しを削り、同条第１項中「のうち、家庭的保育事業に

あっては、その」を「（事業所内保育事業を除く。）の」に、「）の数



を」を「）の数は、家庭的保育事業にあっては」に改め、「小規模保育

事業Ａ型をいう」の次に「。第４２条第３項第１号において同じ」を、

「小規模保育事業Ｂ型をいう」の次に「。同号において同じ」を加え、

「、その利用定員の数を」を削り、「附則第６項」を「附則第４項」に

改め、同条第２項中「（児童福祉法第６条の３第１２項第１号ハに規定

する共済組合等をいう。）」及び「（同号ハに規定する共済組合等の構

成員をいう。）」を削る。  

 第３章第２節（第３９条第２項、第４０条第２項及び第４６条第５号

を除く。）中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に、

「支給認定子ども」を「満３歳未満保育認定子ども」に改める。  

 第３８条第１項中「運営規程」を「事業の運営についての重要事項に

関する規程」に、「第４２条」を「第４２条第１項」に、「種類、名称、

連携協力の概要」を「種類及び名称、当該連携施設が行う連携協力の概

要」に、「利用者負担」を「第４３条の規定により支払を受ける費用に

関する事項」に改める。  

 第３９条第２項中「小学校就学前子どもの数」を「小学校就学前子ど

も」に、「同号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子ども」

を「満３歳未満保育認定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもを除く。

以下この章において同じ。）」に、「法第２０条第４項の規定による認

定」を「教育・保育給付認定」に改め、同条第３項中「選考を」を「当

該選考を」に改め、同条第４項中「連携施設」を「第４２条第１項に規

定する連携施設」に改める。  

 第４０条第２項中「法第１９条第１項第３号に掲げる小学校就学前子

どもに該当する支給認定子ども」を「満３歳未満保育認定子ども」に、

「同法附則」を「同法」に改める。  

 第４２条第１項各号列記以外の部分中「この項」を「この項から第５

項まで」に改め、同項第２号中「をいう」の次に「。以下この条におい

て同じ」を加え、同条第４項中「地域子ども・子育て支援事業を実施す

る者等」を「地域子ども・子育て支援事業を行う者等」に改め、同項を

同条第９項とし、同項の前に次の１項を加える。  

８  保育所型事業所内保育事業を行う者のうち、児童福祉法第６条の３

第１２項第２号に規定する事業を行う者であって、市長が適当と認め

るもの（附則第５項において「特例保育所型事業所内保育事業者」と



いう。）については、第１項の規定にかかわらず、連携施設の確保を

しないことができる。  

 第４２条第３項中「を行う者であって、第３７条第２項の規定により

定める利用定員が２０人以上のもの」を「（第３７条第２項の規定によ

り定める利用定員が２０人以上のものに限る。次項において「保育所型

事業所内保育事業」という。）を行う者」に改め、同項を同条第７項と

し、同条第２項中「、前項の規定にかかわらず」を削り、同項を同条第

６項とし、同条第１項の次に次の４項を加える。  

２  市長は、特定地域型保育事業者による代替保育の提供に係る連携施

設の確保が著しく困難であると認める場合であって、次に掲げる要件

の全てを満たすと認めるときは、前項第２号の規定を適用しないこと

とすることができる。  

（１）特定地域型保育事業者と次項に規定する連携協力を行う者との間

でそれぞれの役割の分担及び責任の所在が明確化されていること。 

（２）次項に規定する連携協力を行う者の本来の業務の遂行に支障が生

じないようにするための措置が講じられていること。  

３  前項の場合において、特定地域型保育事業者は、次の各号に掲げる

場合の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める者を第１項第２号に掲

げる事項に係る連携協力を行う者として適切に確保しなければならな

い。  

（１）当該特定地域型保育事業者が特定地域型保育事業を行う場所又は

事業所（次号において「事業実施場所」という。）以外の場所又は

事業所において代替保育が提供される場合  小規模保育事業Ａ型

若しくは小規模保育事業Ｂ型又は事業所内保育事業を行う者（次号

において「小規模保育事業Ａ型事業者等」という。）  

（２）事業実施場所において代替保育が提供される場合  事業の規模等

を勘案して小規模保育事業Ａ型事業者等と同等の能力を有すると

市が認める者  

４  市長は、次のいずれかに該当するときは、第１項第３号の規定を適

用しないこととすることができる。  

（１）市長が、児童福祉法第２４条第３項の規定による調整を行うに当

たって、特定地域型保育事業者による特定地域型保育の提供を受け

ていた満３歳未満保育認定子どもを優先的に取り扱う措置その他



の特定地域型保育事業者による特定地域型保育の提供の終了に際

して、当該満３歳未満保育認定子どもに係る教育・保育給付認定保

護者の希望に基づき、引き続き必要な教育・保育が提供されるよう

必要な措置を講じているとき  

（２）特定地域型保育事業者による第１項第３号に掲げる事項に係る連

携施設の確保が著しく困難であると認めるとき（前号に該当する場

合を除く。）  

５  前項（第２号に係る部分に限る。）の場合において、特定地域型保

育事業者は、児童福祉法第５９条第１項に規定する施設のうち、次に

掲げるもの（入所定員が２０人以上のものに限る。）であって、市長

が適当と認めるものを第１項第３号に掲げる事項に係る連携協力を行

う者として適切に確保しなければならない。  

（１）法第５９条の２第１項の規定による助成を受けている者の設置す

る施設（児童福祉法第６条の３第１２項に規定する業務を目的とす

るものに限る。）  

（２）児童福祉法第６条の３第１２項に規定する業務又は同法第３９条

第１項に規定する業務を目的とする施設であって、同法第６条の３

第９項第１号に規定する保育を必要とする乳児・幼児の保育を行う

ことに要する費用に係る地方公共団体の補助を受けているもの  

 第４３条第１項中「（特別利用地域型保育及び特定利用地域型保育を

含む。以下この条及び第５０条において準用する第１４条において同

じ。）」及び「（当該特定地域型保育事業者が特別利用地域型保育を提

供する場合にあっては法第３０条第２項第２号の規定により市が定める

額とし、特定利用地域型保育を提供する場合にあっては同項第３号の規

定により市が定める額とする。）」を削り、同条第２項中「（当該額が

現に当該特定地域型保育に要した費用の額を超えるときは、当該現に特

定地域型保育に要した費用の額）をいい、当該特定地域型保育事業者が

特別利用地域型保育を提供する場合にあっては法第３０条第２項第２号

に規定する内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額（当該額

が現に当該特別利用地域型保育に要した費用の額を超えるときは、当該

現に特別利用地域型保育に要した費用の額）を、特定利用地域型保育を

提供する場合にあっては同項第３号に規定する内閣総理大臣が定める基

準により算定した費用の額（当該額が現に当該特定利用地域型保育に要



した費用の額を超えるときは、当該現に特定利用地域型保育に要した費

用の額）」を削り、同条第６項中「第３項及び第４項の規定により金銭

の支払」を「第３項及び第４項の規定による金銭の支払」に、「第４項

の規定による金銭の支払」を「同項の規定による金銭の支払」に改める。  

 第４６条各号列記以外の部分中「（第５０条において準用する第２３

条において「運営規程」という。）」を削り、同項第５号中「支給認定

保護者から受領する利用者負担その他の」を「第４３条の規定により教

育・保育給付認定保護者から支払を受ける」に改め、同項第７号中「選

考方法」を「選考の方法」に改める。  

 第４８条の見出し中「定員」を「利用定員」に改め、同条中「利用定

員の定員」を「利用定員」に改める。  

 第４９条第２項第２号中「に規定する提供した特定地域型保育に係る

必要な事項」を「の規定による特定地域型保育」に、同項第３号から第

５号までの規定中「に規定する」を「の規定による」に改める。  

 第５０条第１項中「特定地域型保育事業」を「特定地域型保育事業者、

特定地域型保育事業所及び特定地域型保育」に、「この場合において」

の次に「、第１１条中「教育・保育給付認定子どもについて」とあるの

は「教育・保育給付認定子ども（満３歳未満保育認定子どもに限り、特

定満３歳以上保育認定子どもを除く。以下この節において同じ。）につ

いて」と」を加え、「第１４条第１項」を「第１４条の見出し及び同条

第１項」に改め、「（法第２８条第１項に規定する特例施設型給付費を

含む。以下この項において同じ。）」及び「（法第３０条第１項に規定

する特例地域型保育給付費を含む。以下この項において同じ。）」を削

り、「と読み替える」を「と、同条第２項中「特定教育・保育提供証明

書」とあるのは「特定地域型保育提供証明書」と、第１９条中「施設型

給付費」とあるのは「地域型保育給付費」と、第２３条中「運営規程」

とあるのは「第４６条に規定する事業の運営についての重要事項に関す

る規程」と読み替える」に改める。  

 第５１条第１項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」

に改め、同条第２項中「支給認定子どもの数」を「教育・保育給付認定

子ども」に、「同項第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給

認定子ども」を「満３歳未満保育認定子ども」に、「あっては」を「あ

っては、」に、「支給認定子どもを含む」を「教育・保育給付認定子ど



もを含む」に、「利用定員の数」を「利用定員の総数」に改め、同条第

３項中「含むものとして、本章（第３９条第２項及び第４０条第２項を

除く。）の規定を適用する」を「、地域型保育給付費には特例地域型保

育給付費を、それぞれ含むものとして、本章（第４０条第２項を除き、

前条において準用する第８条から第１４条まで（第１０条及び第１３条

を除く。）、第１７条から第１９条まで及び第２３条から第３３条まで

を含む。次条第３項において同じ。）の規定を適用する。この場合にお

いて、第３９条第２項中「利用の申込みに係る法第１９条第１項第３号

に掲げる小学校就学前子ども」とあるのは「利用の申込みに係る法第１９

条第１項第１号に掲げる小学校就学前子ども」と、「満３歳未満保育認

定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもを除く。以下この章において

同じ。）」とあるのは「同号又は同項第３号に掲げる小学校就学前子ど

もに該当する教育・保育給付認定子ども（第５２条第１項の規定により

特定利用地域型保育を提供する場合にあっては、当該特定利用地域型保

育の対象となる法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに

該当する教育・保育給付認定子どもを含む。）」と、「同号に掲げる小

学校就学前子ども」とあるのは「同項第３号に掲げる小学校就学前子ど

も」と、「教育・保育給付認定に基づき、保育の必要の程度及び家族等

の状況を勘案し、保育を受ける必要性が高いと認められる満３歳未満保

育認定子どもが優先的に利用できるよう、」とあるのは「抽選、申込み

を受けた順序により決定する方法、当該特定地域型保育事業者の保育に

関する理念、基本方針等に基づく選考その他公正な方法により」と、第

４３条第１項中「教育・保育給付認定保護者」とあるのは「教育・保育

給付認定保護者（特別利用地域型保育の対象となる法第１９条第１項第

１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども

に係る教育・保育給付認定保護者を除く。）」と、同条第２項中「法第

２９条第３項第１号に掲げる額」とあるのは「法第３０条第２項第２号

の内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額」と、同条第３項

中「前２項」とあるのは「前項」と、同条第４項中「前３項」とあるの

は「前２項」と、「掲げる費用」とあるのは「掲げる費用及び食事の提

供（第１３条第４項第３号ア又はイに掲げるものを除く。）に要する費

用」と、同条第５項中「前各項」とあるのは「前３項」とする。」に改

める。  



 第５２条第１項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」

に改め、同条第２項中「支給認定子どもの数」を「教育・保育給付認定

子ども」に、「該当する支給認定子ども」を「該当する教育・保育給付

認定子ども」に、「にあっては」を「にあっては、」に、「支給認定子

どもを含む」を「教育・保育給付認定子どもを含む」に、「利用定員の

数」を「利用定員の総数」に改め、同条第３項中「含むものとして、本

章の規定を適用する」を「、地域型保育給付費には特例地域型保育給付

費を、それぞれ含むものとして、本章の規定を適用する。この場合にお

いて、第４３条第１項中「教育・保育給付認定保護者」とあるのは「教

育・保育給付認定保護者（特定利用地域型保育の対象となる法第１９条

第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認

定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもに限る。）に係る教育・保育

給付認定保護者に限る。）」と、「法第２９条第３項第２号に掲げる額」

とあるのは「法第３０条第２項第３号の市が定める額」と、同条第２項

中「法第２９条第３項第１号に掲げる額」とあるのは「法第３０条第２

項第３号の内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額」と、同

条第４項中「掲げる費用」とあるのは「掲げる費用及び食事の提供（特

定利用地域型保育の対象となる特定満３歳以上保育認定子どもに対する

もの及び満３歳以上保育認定子どもに係る第１３条第４項第３号ア又は

イに掲げるものを除く。）に要する費用」とする」に改める。  

 附則第２項中「（法附則第６条第１項に規定する特定保育所をいう。

以下同じ。）」を削り、「（法第２７条第３項第２号に掲げる額（特定

教育・保育施設が」とあるのは「（当該特定教育・保育施設が」と、「定

める額とする。）をいう。）」とあるのは「定める額をいう。）」を「教

育・保育給付認定保護者（満３歳未満保育認定子ども」とあるのは「教

育・保育給付認定保護者（満３歳未満保育認定子ども（特定保育所から

特定教育・保育（保育に限る。第１９条において同じ。）を受ける者を

除く。以下この項において同じ。）」に、「（法第２７条第３項第１号

に規定する額」とあるのは「（法附則第６条第３項の規定により読み替

えられた法第２８条第２項第１号に規定する内閣総理大臣が定める基準

により算定した費用の額」を「当該特定教育・保育」とあるのは「当該

特定教育・保育（特定保育所における特定教育・保育（保育に限る。）

を除く。）」に改める。  



 附則第４項及び第５項を削る。  

 附則第６項の見出し中「利用定員」を「小規模保育事業Ｃ型の利用定

員」に改め、同項中「とあるのは」を「とあるのは、」に改め、同項を

附則第４項とする。  

 附則第７項中「特定地域型保育事業者」の次に「（特例保育所型事業

所内保育事業者を除く。）」を加え、「５年」を「１０年」に改め、同

項を附則第５項とする。  

   附  則  

 この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の流山市特

定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める

条例の規定は、この条例の施行の日以後の特定教育・保育施設及び特定

地域型保育事業の運営について適用する。  



議案第  ４２  号  

 

 

   専決処分の承認を求めることについて  

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定によ

り、別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定により報告し、

承認を求める。  

  令和２年６月４日提出  

流山市長   井  崎  義  治    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  新型コロナウイルス感染症により給与等が減少した本市国民

健康保険の被保険者に対して新たに傷病手当金を支給するに当

たり、特に緊急を要したため、令和２年４月２７日付けで令和

２年度流山市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）につい

て専決処分したので、その承認を求めるためである。  



専  決  処  分  書  

 

 令和２年度流山市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）について、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、

別冊のとおり専決処分する。  

  令和２年４月２７日  

流山市長   井  崎  義  治    



議案第  ４３  号  

 

 

   専決処分の承認を求めることについて  

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定によ

り、別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定により報告し、

承認を求める。  

  令和２年６月４日提出  

流山市長   井  崎  義  治    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  新型コロナウイルス感染症により給与等が減少した本市国民

健康保険の被保険者に対して新たに傷病手当金を支給するに当

たり、特に緊急を要したため、令和２年４月２７日付けで流山

市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定について専決

処分したので、その承認を求めるためである。  



専  決  処  分  書  

 

 流山市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定について、地方

自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別

紙のとおり専決処分する。  

  令和２年４月２７日  

流山市長   井  崎  義  治    



   流山市国民健康保険条例の一部を改正する条例  

 流山市国民健康保険条例（平成３年流山市条例第６号）の一部を次の

ように改正する。  

 附則に次の３条を加える。  

 （新型コロナウイルス感染症に感染をした被保険者等に係る傷病手当

金）  

第１０条  給与等（所得税法第２８条第１項に規定する給与等をいい、

賞与（健康保険法第３条第６項に規定する賞与をいう。）を除く。以

下同じ。）の支払を受けている被保険者が療養のため労務に服する

ことができないとき（新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成

２４年法律第３１号）附則第１条の２に規定する新型コロナウイルス

感染症に感染をしたとき又は発熱等の症状があり当該感染が疑われる

ときに限る。）は、その労務に服することができなくなった日から起

算して３日を経過した日から労務に服することができない期間のうち

労務に就くことを予定していた日について、世帯主の申請により傷病

手当金を支給する。  

２  傷病手当金の額は、１日につき、傷病手当金の支給を始める日の属

する月以前の直近の継続した３月間の給与等の収入の額の合計額を就

労日数で除した金額（その額に、５円未満の端数があるときは、これ

を切り捨て、５円以上１０円未満の端数があるときは、これを１０円

に切り上げるものとする。）の３分の２に相当する金額（その金額

に、５０銭未満の端数があるときは、これを切り捨て、５０銭以上１

円未満の端数があるときは、これを１円に切り上げるものとする。）

とする。ただし、健康保険法第４０条第１項に規定する標準報酬月額

等級の最高等級の標準報酬月額の３０分の１に相当する金額の３分の

２に相当する金額を超えるときは、その金額とする。  

３  傷病手当金の支給期間は、その支給を始めた日から起算して１年６

月を超えないものとする。  

 （新型コロナウイルス感染症に感染をした被保険者等に係る傷病手当

金と給与等との調整）  

第１１条  新型コロナウイルス感染症に感染をした場合又は発熱等の症

状があり当該感染が疑われる場合において給与等の全部又は一部を受

けることができる者に対しては、これを受けることができる期間は、



傷病手当金を支給しない。ただし、その受けることができる給与等の

額が、前条第２項の規定により算定される額より少ないときは、その

差額を支給する。  

 （他の法令による給付との調整）  

第１２条  附則第１０条第１項の規定に該当する被保険者が同項に規定

する事由と同一の事由により他の法令により同項の傷病手当金に相当

する給付を受けることができるときは、この条例による傷病手当金の

支給を行わない。ただし、当該給付を受ける金額の合計額が、前２条

の規定により算出される傷病手当金の額に達しないときは、その差額

を傷病手当金として支給する。  

   附  則  

 （施行期日）  

１  この条例は、公布の日から施行する。  

 （経過措置）  

２  この条例による改正後の附則第１０条から第１２条までの規定は、

傷病手当金の支給を始める日が令和２年１月１日から規則で定める日

までの間に属する場合に適用することとする。  

 



議案第  ４４  号  

 

 

専決処分の承認を求めることについて  

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定によ

り、別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定により報告し、

承認を求める。  

  令和２年６月４日提出  

流山市長   井  崎  義  治  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  千葉県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例

の一部を改正する条例（令和２年千葉県後期高齢者医療広域連

合条例第４号）が令和２年５月１日付けで施行され、新型コロ

ナウイルス感染症により給与等が減少した千葉県後期高齢者医

療の被保険者に新たに傷病手当金の支給をすることとなったこ

とから、当該傷病手当金の支給に係る申請書の提出の受付につ

いて市の行う事務とするに当たり、特に緊急を要したため、同

月８日付けで流山市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正

する条例の制定について専決処分したので、その承認を求める

ためである。  

 

 



専  決  処  分  書  

 

 流山市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例の制定につ

いて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定

により、別紙のとおり専決処分する。  

  令和２年５月８日  

流山市長   井  崎  義  治  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   流山市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例  

流山市後期高齢者医療に関する条例（平成２０年流山市条例第５号）

の一部を次のように改正する。  

附則に次の１条を加える。  

（傷病手当金の受付事務）  

第３条  第２条に規定するもののほか、広域連合条例附則第５条の規定

による傷病手当金の支給に係る申請書の提出の受付（これに付随する

事務を含む。）は、市において行う事務とする。  

附  則  

 この条例は、公布の日から施行する。  

 

 

 



議案第  ４６  号  

 

 

   流山市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一

部を改正する条例の制定について  

 流山市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を

改正する条例を別紙のとおり制定する。  

  令和２年６月４日提出  

流山市長   井  崎  義  治    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  中野久木・小屋・北物流施設地区地区計画、パレットコート

松ケ丘地区地区計画及びおおたかの森ＨＩＴＯＫＩＷＡ地区地

区計画の都市計画決定に伴い、これらの地区計画の地区整備計

画区域について、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第

６８条の２第１項の規定により建築物の用途等の制限を定める

ためである。  



   流山市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一

部を改正する条例  

 流山市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例（平成

１６年流山市条例第３７号）の一部を次のように改正する。  

 別表第１に次のように加える。  

中野久木・小屋・北物

流施設地区地区整備計

画区域  

都市計画法第２０条第１項の規定により告示

された中野久木・小屋・北物流施設地区地区

計画の区域のうち、地区整備計画が定められ

ている区域  

パレットコート松ケ丘

地区地区整備計画区域  

都市計画法第２０条第１項の規定により告示

されたパレットコート松ケ丘地区地区計画の

区域のうち、地区整備計画が定められている

区域  

おおたかの森ＨＩＴＯ

ＫＩＷＡ地区地区整備

計画区域  

都市計画法第２０条第１項の規定により告示

されたおおたかの森ＨＩＴＯＫＩＷＡ地区地

区計画の区域のうち、地区整備計画が定めら

れている区域  

 別表第２に次のように加える。  

中 野 久 木 ・ 小

屋 ・ 北 物 流 施

設 地 区 地 区 整

備計画区域  

  以下に掲げる建築物以外の建築物  

（１）輸送、保管、荷捌
さば

き、流通加工（物

資の流通の過程における簡易な加工を

いう。）その他の物資の流通に係る業

務の用に供する倉庫、工場又は事務所  

（２）店舗（専ら性的好奇心をそそる写真

そ の 他 の 物 品 の 販 売 を 行 う も の を 除

く。）又は飲食店で、その用途に供す

る部分の床面積の合計が３００平方メ

ートル以下のもの  

（３）前２号に掲げる建築物に附属するも

  の  

（４）調整池の揚排水に必要な施設  

（５）公衆便所又は休憩所  



パ レ ッ ト コ ー

ト 松 ケ 丘 地 区

地 区 整 備 計 画

区域  

 （１）長屋及び共同住宅で３戸以上のもの  

（２）寄宿舎又は下宿  

（３）公衆浴場  

（４）畜舎  

お お た か の 森

Ｈ Ｉ Ｔ Ｏ Ｋ Ｉ

Ｗ Ａ 地 区 地 区

整備計画区域  

  以下に掲げる建築物以外の建築物  

（１）一戸建ての住宅（長屋建ての住宅を

除く。）  

（２）診療所又は診療所兼用住宅（動物病

院を除く。）  

（３）一戸建ての住宅で次のいずれかの用

途を兼ねるもののうち、延べ床面積の

２ 分 の １ 以 上 を 住 宅 の 用 に 供 し 、 か

つ、これらの用途に供する部分の合計

が５０平方メートル以下のもの  

  ア  事務所（汚物運搬用自動車、危険

物運搬用自動車その他これらに類す

る自動車で国土交通大臣の指定する

もののための駐車施設を同一敷地内

に 設 け て 業 務 を 運 営 す る も の を 除

く。）  

  イ  日用品の販売を主たる目的とする

店舗又は食堂若しくは喫茶店  

  ウ  理髪店、美容院、クリーニング取

次店その他これらに類するサービス

業を営む店舗  

  エ  洋服店、畳屋、建具屋、自転車

店、家庭電気器具店その他これらに

類するサービス業を営む店舗（原動

機を使用する場合にあっては、その

出力の合計が０．７５キロワット以

下のものに限る。）  

  オ  自家販売のために食品製造業（食

品加工業を含む。）を営むパン屋、



米屋、豆腐屋、菓子屋その他これら

に類するもの（原動機を使用する場

合 に あ っ て は 、 そ の 出 力 の 合 計 が

０．７５キロワット以下のものに限

る。）  

  カ  学習塾、華道教室、囲碁教室その

他これらに類する施設  

  キ  美術品又は工芸品を製作するため

のアトリエ又は工房（原動機を使用

する場合にあっては、その出力の合

計が０．７５キロワット以下のもの

に限る。）  

（４）自治会館、自治会用倉庫その他地区

住民のための公共・公益上必要な建築

物（法別表第２（い）の項第９号に規

定する建築物に限る。）  

（５）前各号の建築物に附属するもので車

庫及び物置  

 別表第３に次のように加える。  

パ レ ッ ト コ ー

ト 松 ケ 丘 地 区

地 区 整 備 計 画

区域  

 １２／１０  

お お た か の 森

Ｈ Ｉ Ｔ Ｏ Ｋ Ｉ

Ｗ Ａ 地 区 地 区

整備計画区域  

 １２／１０  

 別表第４に次のように加える。  

中 野 久 木 ・ 小

屋 ・ 北 物 流 施

設 地 区 地 区 整

備計画区域  

 ３０，０００平方メートル。ただし、次に

掲げる建築物については、この限りでな

い。  

（１）調整池の揚排水に必要な施設  



（２）公衆便所又は休憩所  

パ レ ッ ト コ ー

ト 松 ケ 丘 地 区

地 区 整 備 計 画

区域  

 １３５平方メートル  

お お た か の 森

Ｈ Ｉ Ｔ Ｏ Ｋ Ｉ

Ｗ Ａ 地 区 地 区

整備計画区域  

 １３５平方メートル  

 別表第５平方・中野久木物流施設地区地区整備計画区域の項ウの欄中

「安全保安員詰所等」を「安全保安員詰所」に改め、同表に次のように

加える。  

中 野 久 木 ・ 小

屋 ・ 北 物 流 施

設 地 区 地 区 整

備計画区域  

  建築物の外壁又はこれに代わる柱の面か

ら前面道路の境界線までの距離は、１号壁

面線（中野久木・小屋・北物流施設地区地

区整備計画において１号壁面線として定め

られた壁面線をいう。）において、道路境

界線から２５メートル以上、２号壁面線

（中野久木・小屋・北物流施設地区地区整

備計画において２号壁面線として定められ

た壁面線をいう。）において、道路境界線

から１５メートル以上とする。ただし、次

に掲げる建築物については、この限りでな

い。  

（１）調整池の揚排水に必要な施設  

（２）公衆便所又は休憩所  

（３）安全保安員詰所で高さが３メートル

以下で、かつ、床面積の合計が１０平

方メートル以下のもの  

パ レ ッ ト コ ー

ト 松 ケ 丘 地 区

地 区 整 備 計 画

区域  

  建築物の外壁又はこれに代わる柱の面か

ら隣地境界線及び道路境界線までの距離

は、１メートル以上とする。ただし、次に

掲げるものは、この限りでない。  



（１）外壁又はこれに代わる柱の中心線の

長さの合計が３メートル以下である建

築物の部分  

（２）出窓で、床面からの高さが３０セン

チメートル以上、かつ、周囲の外壁か

らの水平距離が５０センチメートル以

下のもので、見付面積の２分の１以上

が窓であること  

（３）車庫等で、高さが３メートル以下、

かつ、床面積の合計が３０平方メート

ル以下のもの  

（４）物置等で、軒の高さが２．３メート

ル以下、かつ、床面積の合計が５平方

メートル以下のもの  

お お た か の 森

Ｈ Ｉ Ｔ Ｏ Ｋ Ｉ

Ｗ Ａ 地 区 地 区

整備計画区域  

  建築物の外壁又はこれに代わる柱の面か

ら道路境界線までの距離は、０．５メート

ル以上とする。ただし、次に掲げるもの

は、この限りでない。  

（１）外壁又はこれに代わる柱の中心線の

長さの合計が３メートル以下である建

築物の部分  

（２）出窓で、床面からの高さが３０セン

チメートル以上、かつ、周囲の外壁か

らの水平距離が５０センチメートル以

下のもので、見付面積の２分の１以上

が窓であること  

（３）車庫等で、高さが３メートル以下、

かつ、床面積の合計が３０平方メート

ル以下のもの  

（４）物置等で、軒の高さが２．３メート

ル以下、かつ、床面積の合計が５平方

メートル以下のもの  

 別表第６に次のように加える。  



中 野 久 木 ・ 小

屋 ・ 北 物 流 施

設 地 区 地 区 整

備計画区域  

 ３１メートル  

お お た か の 森

Ｈ Ｉ Ｔ Ｏ Ｋ Ｉ

Ｗ Ａ 地 区 地 区

整備計画区域  

 １０メートル  

   附  則  

 この条例は、公布の日から施行する。  

 



議案第  ４７  号  

 

 

   市道路線の認定について  

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第２項の規定により、別

紙路線を市道に認定するものとする。  

  令和２年６月４日提出  

流山市長   井  崎  義  治    



起　点

終　点

市野谷字向山５１７番２

おおたかの森西二丁目１２番

江戸川台西２丁目１番

おおたかの森西四丁目１番４

おおたかの森北三丁目４１番１

同　　　　　　　　所１９番７

おおたかの森西四丁目１４番１２

同                所１９番１４

おおたかの森西四丁目２４番７

同　　　　　　　　所２３番１

おおたかの森西四丁目１番１

おおたかの森西一丁目１５番１

おおたかの森南一丁目１８６番２

同　　　　　　　　所７番２

おおたかの森南一丁目１８番２

おおたかの森東四丁目３番２

おおたかの森南一丁目２番２

おおたかの森西一丁目１番２

東初石３丁目１０８番３８

同　　　　所１１０番６

おおたかの森北二丁目６６番１

同　　　　　　　　所１７番７

おおたかの森北三丁目１番９

同　　　　　　　　所７番１

おおたかの森北二丁目６４番５

同　　　　　　　　所６５番２

おおたかの森北二丁目５８番６

同　　　　　　　　所６６番１

おおたかの森北二丁目３７番１

同　　　　　　　　所３０番７

おおたかの森北二丁目１２番

同　　　        　所同　番

おおたかの森北二丁目９番１

同　　　          所同番１

おおたかの森北二丁目５番１

同　　　          所同番１

おおたかの森北二丁目１番１

おおたかの森北一丁目２番３

おおたかの森東一丁目１０番３

同　　　　　　　　所４番６

１

整理番号 路線番号

３１０

３１１

４

５

６

７

１０

２

３

８

９

１１

１２

１３

１４

１５

１６

１７

１８

１９

２０

３１２

２８０５１

２８０５４

２８５０７

２９０２７

２９０２８

２９５０５

３１０２２

３３０７３

３３０７４

３３５０８

３３５０９

３３５１０

３３５１１

３３５１２

３３５１３

３３５１４

３４０１５

路　　線　　名

芝崎・市野谷１号補助幹線

江戸川台西・西初石２号補助幹線

十太夫１号補助幹線

西初石５丁目区画５１号線

西初石５丁目区画５４号線

西初石５丁目７号自転車歩行者専用道路

西初石６丁目区画２７号線

西初石６丁目区画２８号線

西初石６丁目５号自転車歩行者専用道路

東初石３丁目区画２２号線

東初石５丁目区画７３号線

東初石５丁目区画７４号線

東初石５丁目８号自転車歩行者専用道路

東初石５丁目９号自転車歩行者専用道路

東初石５丁目１０号自転車歩行者専用道路

東初石５丁目１１号自転車歩行者専用道路

東初石５丁目１２号自転車歩行者専用道路

東初石５丁目１３号自転車歩行者専用道路

東初石６丁目区画１５号線

重要な
経過地

東初石５丁目１４号自転車歩行者専用道路



起　点

終　点

おおたかの森北一丁目１番６

同　　　　　　　　所７番１

おおたかの森東一丁目２番１

おおたかの森北一丁目７番３

おおたかの森東一丁目９番１

おおたかの森東四丁目１番１

駒木字壱番割５０８番１２５

同　　    所同　　番８０

おおたかの森東三丁目２７番４

同　　　　　　　　所１６番１

おおたかの森東三丁目１４２番２

おおたかの森東四丁目３５番１

おおたかの森東三丁目２４番１７

同　　　　　　　　所２５番１

おおたかの森東三丁目２５番１０

同　　　　　　　　所２６番１

おおたかの森東三丁目２７番４

同　　　　　　　　所２６番７

おおたかの森東三丁目２１番１２

同                所２０番１

おおたかの森東三丁目１９番３

同                所１８番１８

おおたかの森東三丁目１８番１０

同                所１６番１

おおたかの森東三丁目１８番９

同　　　　　　　　所１７番１

駒木７０３番１

同所７０２番３

駒木７０３番１１

同所７０８番５

駒木７０７番７

同所７０４番４

駒木７０８番１

同所７０７番３

駒木７１０番１

同所７０４番６

駒木７０６番１

同所７０５番３

駒木７１０番１

同所７０６番４

３２

３３

３４

３５

３６

３７

３８

３９

４０

２６

２７

２８

２９

２４

３４５０８

３４５０９

３８１１８

３８１１９

３８１２０

３８１２１

３８１２２

３８１２３

２１

２２

２３

２５

３０

３１

重要な
経過地

３４５０７

３８１２４

３８１２５

３８１２６

３８１２７

３８１２８

３８１２９

３８１３０

３８１３１

３８１３２

３８１３３

３８１３４

東初石６丁目７号自転車歩行者専用道路

東初石６丁目８号自転車歩行者専用道路

東初石６丁目９号自転車歩行者専用道路

駒木区画１１８号線

駒木区画１１９号線

駒木区画１２０号線

駒木区画１２１号線

駒木区画１２２号線

駒木区画１２３号線

駒木区画１２４号線

駒木区画１２５号線

駒木区画１２６号線

駒木区画１２７号線

駒木区画１２８号線

整理番号 路線番号 路　　線　　名

駒木区画１２９号線

駒木区画１３０号線

駒木区画１３１号線

駒木区画１３２号線

駒木区画１３３号線

駒木区画１３４号線



起　点

終　点

駒木字駒木橋上１４４番１０

駒木７１４番４

駒木字駒木橋上１８５番

同          所１４３番１

駒木７０９番１

同所７０３番８

駒木７１０番２

同所同    番２

三輪野山字八幡前８１７番２

市野谷字宮後２０４番３３

三輪野山字八幡前８１６番２

同　　      　所同　　番２

三輪野山字八幡前８１６番２

市野谷字宮後２０４番８

市野谷字宮後２４０番２

同        所２０４番９

市野谷字宮後２０４番２８

同　　    所同　　番２

市野谷字宮後２０４番１

同        所２０５番２

市野谷字宮後２０３番１

同        所２０２番

市野谷字宮後２４０番５

同        所２１８番２

おおたかの森南二丁目１７番１

同　　　　　　　　所２３番１０

おおたかの森南二丁目３９番２４

市野谷字向山５１７番１

市野谷字宮後２５２番

同　　    所同　　番

おおたかの森西一丁目１１番２

おおたかの森南一丁目３番２

おおたかの森南一丁目４番７

おおたかの森西一丁目１２番１

野々下４丁目７０５番１３

同　　　　所７０７番２

松ケ丘５丁目７０３番３１

同　　    所同　　番３８

木字堀内２９３番

同　　所２９４番

５４

５６

５７

４９

５０

５１

５５

５２

４５

４６

５９

６０

４１

４２

４３

４４

５３

４７

４８

５８

４０１３３

４０１３４

４０１３５

４０１３６

４０１５８

４０１５９

４０５１４

４０５１７

４０５１８

６１０３１

７７０５４

８００５０

３８１３５

３８１３６

３８５０５

３８５０６

３９１２０

３９１２１

４０１３１

４０１３２

整理番号 路線番号 路　　線　　名

駒木区画１３６号線

駒木５号自転車歩行者専用道路

駒木６号自転車歩行者専用道路

三輪野山区画１２０号線

三輪野山区画１２１号線

市野谷区画１３１号線

市野谷区画１３２号線

市野谷区画１３３号線

市野谷区画１３４号線

市野谷区画１３５号線

市野谷区画１３６号線

重要な
経過地

市野谷区画１５８号線

市野谷区画１５９号線

市野谷１４号自転車歩行者専用道路

市野谷１８号自転車歩行者専用道路

市野谷１７号自転車歩行者専用道路

野々下４丁目区画３１号線

松ケ丘５丁目区画５４号線

木区画５０号線

駒木区画１３５号線



起　点

終　点

鰭ケ崎字背戸谷１６７５番９

同　　    　所同　　　番６

向小金３丁目１５８番５

同　　　　所１５１番７１

向小金３丁目１５１番７９

同　    　所同　　番７２

向小金３丁目１５８番３

同　　　　所１５６番１

６１

６３

８１１０６

６４

６２ 向小金区画８５号線

向小金区画８６号線

向小金４号歩行者専用道路

８４０８５

８４０８６

８４５０４

鰭ケ崎区画１０６号線

整理番号 路線番号 路　線　名



ubana1303
スタンプ

ubana1303
吹き出し
下図の拡大図

ubana1303
楕円

ubana1303
矢印

ubana1303
矢印

ubana1303
矢印

ubana1303
矢印

ubana1303
矢印

ubana1303
矢印

ubana1303
矢印

ubana1303
矢印

ubana1303
矢印

ubana1303
矢印

ubana1303
矢印

ubana1303
矢印

ubana1303
矢印

ubana1303
矢印

ubana1303
矢印

ubana1303
矢印

ubana1303
矢印

ubana1303
楕円

arai2035
矢印

arai2035
直線

arai2035
直線

arai2035
直線

arai2035
直線

arai2035
直線

arai2035
直線

arai2035
直線

arai2035
吹き出し
1

arai2035
吹き出し
45

arai2035
折れ線

ubana1303
矢印

arai2035
吹き出し
46

arai2035
吹き出し
47

arai2035
吹き出し
48

arai2035
吹き出し
49

arai2035
吹き出し
50

arai2035
吹き出し
51

arai2035
吹き出し
52

arai2035
吹き出し
55

arai2035
凡例運動公園

arai2035
テキスト ボックス
　市道路線認定図

arai2035
テキスト ボックス

arai2035
テキスト ボックス
6.00～6.00m

arai2035
テキスト ボックス
6.00～6.00m

arai2035
テキスト ボックス
6.00～6.00m

arai2035
テキスト ボックス
6.00～6.00m

ubana1303
矢印

ubana1303
楕円

ubana1303
楕円

ubana1303
楕円

ubana1303
楕円

ubana1303
楕円

ubana1303
楕円

ubana1303
直線

ubana1303
直線

ubana1303
直線

ubana1303
直線

ubana1303
直線

ubana1303
直線

ubana1303
直線

ubana1303
直線

ubana1303
直線

ubana1303
直線

ubana1303
直線

ubana1303
直線

ubana1303
直線

ubana1303
直線

ubana1303
直線

ubana1303
直線

ubana1303
直線

ubana1303
直線

ubana1303
直線

ubana1303
直線

ubana1303
直線

ubana1303
直線

ubana1303
直線

ubana1303
直線

ubana1303
直線

ubana1303
直線

ubana1303
直線

ubana1303
直線

ubana1303
直線

ubana1303
直線

ubana1303
直線

ubana1303
直線

ubana1303
直線

ubana1303
四角形

arai2035
四角形

ubana1303
四角形

ubana1303
四角形

ubana1303
四角形

ubana1303
四角形

ubana1303
四角形

ubana1303
四角形

ubana1303
四角形

ubana1303
四角形

ubana1303
四角形

ubana1303
四角形

ubana1303
四角形

ubana1303
四角形

ubana1303
四角形

ubana1303
四角形

ubana1303
四角形

ubana1303
四角形

ubana1303
四角形

ubana1303
四角形

ubana1303
四角形

ubana1303
四角形

ubana1303
四角形

ubana1303
四角形

ubana1303
四角形

ubana1303
四角形

ubana1303
四角形

ubana1303
四角形

ubana1303
四角形

ubana1303
四角形

ubana1303
四角形

ubana1303
四角形

ubana1303
四角形

ubana1303
矢印



ubana1303
折れ線

ubana1303
吹き出し
２

arai2035
凡例　2番

arai2035
テキスト ボックス
市道路線認定図



Clic
k t

o b
uy N

OW
!PD

F-XChange Viewer

w
w

w.docu-track.c
om Clic

k t
o b

uy N
OW

!PD

F-XChange Viewer

w
w

w.docu-track.c

om

arai2035
多角形

akimoto1333
タイプライタ
　　　　　　　　　　　

yokoo1715
テキスト ボックス

yokoo1715
テキスト ボックス

akimoto1333
タイプライタ

yokoo1715
直線

sasaki2633
直線

sasaki2633
直線

sasaki2633
直線

sasaki2633
直線

sasaki2633
直線

sasaki2633
直線

sasaki2633
直線

sasaki2633
吹き出し
19

sasaki2633
吹き出し
53

Administrator
矢印

Administrator
矢印

sasaki2633
吹き出し
11

aoki1991
スタンプ

arai2035
折れ線

sasaki2633
吹き出し
6

arai2035
折れ線

arai2035
四角形

arai2035
四角形

arai2035
四角形

arai2035
矢印

arai2035
矢印

sasaki2633
吹き出し
7

arai2035
矢印

arai2035
矢印

arai2035
矢印

arai2035
矢印

sasaki2633
吹き出し
23

sasaki2633
吹き出し
56

sasaki2633
吹き出し
57

arai2035
矢印

arai2035
矢印

arai2035
矢印

sasaki2633
吹き出し
21

sasaki2633
吹き出し
20

sasaki2633
吹き出し
41

arai2035
折れ線

arai2035
折れ線

arai2035
折れ線

arai2035
矢印

sasaki2633
吹き出し
54

arai2035
四角形

arai2035
折れ線

sasaki2633
吹き出し
42

arai2035
折れ線

arai2035
折れ線

arai2035
折れ線

arai2035
折れ線

arai2035
折れ線

arai2035
折れ線

arai2035
折れ線

arai2035
折れ線

arai2035
折れ線

sasaki2633
吹き出し
13

sasaki2633
吹き出し
3

sasaki2633
吹き出し
14

sasaki2633
吹き出し
4

arai2035
折れ線

arai2035
折れ線

sasaki2633
吹き出し
5

sasaki2633
吹き出し
2

sasaki2633
吹き出し
8

sasaki2633
吹き出し
9

arai2035
折れ線

sasaki2633
吹き出し
12

sasaki2633
吹き出し
15

sasaki2633
吹き出し
16

sasaki2633
吹き出し
18

sasaki2633
吹き出し
17

sasaki2633
吹き出し
22

sasaki2633
吹き出し
25

arai2035
折れ線

sasaki2633
吹き出し
26

arai2035
折れ線

sasaki2633
吹き出し
27

arai2035
折れ線

sasaki2633
吹き出し
28

arai2035
折れ線

sasaki2633
吹き出し
29

arai2035
矢印

sasaki2633
吹き出し
30

arai2035
折れ線

sasaki2633
吹き出し
31

arai2035
折れ線

sasaki2633
吹き出し
32

arai2035
折れ線

sasaki2633
吹き出し
33

arai2035
折れ線

arai2035
折れ線

sasaki2633
吹き出し
35

arai2035
折れ線

arai2035
折れ線

arai2035
折れ線

arai2035
折れ線

arai2035
多角形

sasaki2633
吹き出し
34

sasaki2633
吹き出し
36

sasaki2633
吹き出し
37

sasaki2633
吹き出し
38

arai2035
折れ線

sasaki2633
吹き出し
39

sasaki2633
吹き出し
40

arai2035
矢印

sasaki2633
吹き出し
44

arai2035
矢印

sasaki2633
吹き出し
43

http://www.pdfxviewer.com/
http://www.pdfxviewer.com/
arai2035
四角形

arai2035
四角形

arai2035
凡例　新市



ubana1303
吹き出し
市道路線認定図

ubana1303
折れ線

arai2035
凡例 東初石

arai2035
吹き出し
10

arai2035
テキスト ボックス
10



ubana1303
折れ線

ubana1303
吹き出し
市道路線認定図

ubana1303
四角形

ubana1303
四角形

arai2035
吹き出し
24

arai2035
凡例 駒木

arai2035
テキスト ボックス
24



ubana1303
吹き出し
市道路線認定図

ubana1303
矢印

arai2035
凡例　野々下

arai2035
吹き出し
58

arai2035
テキスト ボックス
58



ubana1303
折れ線

ubana1303
四角形

ubana1303
四角形

ubana1303
四角形

ubana1303
吹き出し
市道路線認定図

arai2035
吹き出し
59

arai2035
凡例 松ヶ丘 - コピー

arai2035
テキスト ボックス
59

arai2035
テキスト ボックス
6.01～6.01m



ubana1303
矢印

ubana1303
楕円

ubana1303
四角形

ubana1303
四角形

arai2035
吹き出し
60

arai2035
凡例　

arai2035
テキスト ボックス
60

arai2035
テキスト ボックス
市道路線認定図

arai2035
テキスト ボックス
10.00～10.00m

ubana1303
四角形



ubana1303
吹き出し
市道路線認定図

ubana1303
矢印

arai2035
吹き出し
61

arai2035
凡例 鰭ヶ崎

arai2035
テキスト ボックス
61

arai2035
テキスト ボックス
路線名・路線番号

arai2035
テキスト ボックス



arai2035
凡例 向小金

arai2035
テキスト ボックス

arai2035
テキスト ボックス
6.0０～6.0０m

arai2035
折れ線

arai2035
矢印

arai2035
折れ線

arai2035
吹き出し
64

arai2035
吹き出し
62

arai2035
吹き出し
63

arai2035
テキスト ボックス
63

arai2035
テキスト ボックス
64

arai2035
テキスト ボックス
62

arai2035
テキスト ボックス
市道路線認定図

arai2035
テキスト ボックス

arai2035
テキスト ボックス

arai2035
テキスト ボックス

arai2035
テキスト ボックス
6.0０～9.01m

arai2035
テキスト ボックス
3.0０～3.0０m



議案第  ４８  号  

 

 

   市道路線の廃止について  

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第３項の規定により、

別紙市道路線を廃止するものとする。  

  令和２年６月４日提出  

流山市長   井  崎  義  治    



起　点

終　点

市野谷字向山４４４番１

市野谷字三嶋５６５番７

江戸川台西２丁目１番

西初石６丁目１８６番９４

東初石５丁目１６１番

十太夫１０３番５

西初石６丁目８２０番

十太夫１２９番

駒木字壱番割５００番１

十太夫５３番２

西初石５丁目１６４番１

同        所１６７番２

東初石５丁目１３４番３４

同　　  　所同　　番２７

東初石５丁目１３４番１８

同　　　  所同　　番１７

東初石５丁目１４２番１６

同　　  　所同　　番５

東初石５丁目１４５番

同　　　　所１３７番１

東初石５丁目１４７番１

十太夫１１３番２

東初石５丁目１６６番３

同　  　　所同　　番２

西初石５丁目５７０番３

東初石５丁目１７６番４

西初石５丁目１７５番２

東初石５丁目１７７番２

十太夫１１７番１４

同　所同  　番１４

駒木字中溜上３７６番１

同　　　　所３７５番１

駒木字中溜上３２７番８

駒木字堂台２６３番

駒木字駒木橋上１６３番１

十太夫１０１番１

駒木字駒木橋上１６４番１

駒木字堂台２４６番４

駒木字堂台２４０番

同　　　所２２７番

重要な
経過地

市野谷２号補助幹線

江戸川台西・西初石１号補助幹線

東初石・十太夫１号補助幹線

西初石・十太夫１号補助幹線

駒木・十太夫１号補助幹線

西初石５丁目区画６号線

東初石５丁目区画３号線

東初石５丁目区画１１号線

東初石５丁目区画８号線

東初石５丁目区画７号線

東初石５丁目区画４号線

東初石５丁目１号自転車歩行者専用道路

東初石５丁目２号自転車歩行者専用道路

東初石５丁目３号自転車歩行者専用道路

十太夫区画３号線

駒木区画２２号線

２８００６

３３００３

３７００３

３８０２２

駒木区画３６号線

駒木区画４１号線

駒木区画４０号線

駒木区画４２号線

整理番号 路　　線　　名路線番号

２２３

２７７

２８０

２８１

２８２

３３５０３

６

７

８

９

１０

１１

１２

１３

１４

３３００４

３３００７

３３００８

３３０１１

３３５０１

３３５０２

１

２

３

４

５

３８０３６

３８０４０

３８０４１

３８０４２

１５

１６

１７

１８

１９

２０



起　点

終　点

駒木字駒木橋上１４４番１０

同　　　　　所１４３番２

三輪野山字八幡前８１７番

市野谷字後山６２４番１

市野谷字宮尻６３８番２

同　　　　所６３９番６

市野谷字宮尻６３９番３

同　　  　所同　　番７

市野谷字向山４８６番２３

同　　  　所同　　番１３

市野谷字宮後２３０番

同　　　　所２５４番

市野谷字宮後２７９番

同　　　　所２８３番

市野谷字宮後２９５番

市野谷字下屋敷１６５番１

市野谷区画３２号線

市野谷区画３５号線

市野谷区画３８号線

市野谷区画１８号線

市野谷区画８号線

路線番号 路　　線　　名

駒木区画４５号線

三輪野山区画１１３号線

重要な
経過地

２６

２７

２８

３８０４５

３９１１３

４０００７

４０００８

４００１８

４００３２

４００３５

４００３８

市野谷区画７号線

２５

２１

２３

２４

２２

整理番号
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議案第  ４９  号  

 

 

   訴えの提起について  

 市は、別紙のとおり訴えを提起する。  

  令和２年６月４日提出  

流山市長  井  崎  義  治    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  平成２４年５月７日に締結した消防救急デジタル無線装置購

入契約について、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する

法律（昭和２２年法律第５４号）第３条の不当な取引制限が行

われ、当該契約金額が違法に引き上げられたことを理由として

損害賠償の請求の訴えを提起するためである。  

  



   訴えの提起についての概要  

 

１  相手方  

（１）東京都港区虎ノ門一丁目７番１２号  

   沖電気工業株式会社  

   代表取締役  鎌上  信也  

（２）東京都中央区日本橋馬喰町一丁目８番８号  

   三峰無線株式会社  

   代表取締役  中島  芳明  

 

２  事件名  

  消防救急デジタル無線装置購入契約に係る損害賠償の請求  

 

３  事件の内容  

  平成２９年２月２日付けで、公正取引委員会は、消防救急無線機器

の製造販売業者である沖電気工業株式会社（以下「沖電気」という。）

ほか４社が遅くとも平成２１年１２月から平成２６年４月までの間、

私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第３条の不当な取引

制限を行っていたとして排除措置命令及び課徴金納付命令を行った。  

  沖電気宛ての課徴金納付命令書を確認したところ、課徴金算定の対

象物件に平成２４年５月７日付けで当市が締結した消防救急デジタル

無線装置購入契約が含まれていた。  

  当該契約は指名競争入札により沖電気の代理店である三峰無線株式

会社（以下「三峰無線」という。）が落札し、契約に至ったものであ

るが、沖電気らが行った不当な取引制限においては、代理店等に落札

させる場合には当該代理店等と相談して入札価格を決定し、その他の

者は、これより高い価格で入札し、又は入札に参加しないと取り決め

られていた。  

  これらのことから、本件契約について、違法に契約金額が引き上げ

られたことを理由として損害賠償を請求する訴えを提起するものであ

る。  

 

４  請求の趣旨  



（１）相手方らに対し、１，６３８万円及び平成２４年５月７日から支

払い済みに至るまで年５分の割合による遅延損害金の支払を求め

るものである。  

（２）訴訟費用は、相手方らの負担とする。  

 

５  訴訟遂行の方針  

（１）訴訟代理人及び指定代理人により訴訟を行う。  

（２）第１審判決の結果、必要がある場合は上訴する。  

（３）裁判の進行の段階で和解をすることがある。  

 



報告第  ４  号  

 

 

   継続費繰越計算書について  

 令和元年度流山市一般会計継続費繰越計算書について、地方自治法施

行令（昭和２２年政令第１６号）第１４５条第１項の規定により、別紙

のとおり報告する。  

  令和２年６月４日報告  

流山市長   井  崎  義  治    

 



国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

1 3 民生費 1 社会福祉費 高齢者支援計画策定事業 3,158,000 2,015,000 2,015,000 2,014,100 900 900 900

2 2 児童福祉費 児童館・児童センター整備事業 62,334,000 31,167,000 31,167,000 17,820,000 13,347,000 13,347,000 1,447,000 6,400,000 5,500,000

3
学童クラブ施設整備事業（新設
小学校区分）

323,282,000 129,313,000 129,313,000 42,225,071 87,087,929 87,087,929 17,487,929 69,600,000

4
学童クラブ施設整備事業（八木
北小学校区分）

64,504,000 12,901,000 12,901,000 5,566,724 7,334,276 7,334,276 1,534,276 5,800,000

5 8 土木費 4 都市計画費 初石駅施設整備事業 19,712,000 6,127,000 6,127,000 752,400 5,374,600 5,374,600 3,074,600 2,300,000

6 10 教育費 2 小学校費
新設小学校建設事業（校舎等建
設工事・工事監理業務委託）

5,085,747,000 1,938,257,000 1,938,257,000 663,414,929 1,274,842,071 1,274,842,071 257,396,071 172,746,000 844,700,000

7
八木北小学校校舎等建設事業
（八木北小学校校舎増築工事・
工事監理業務委託）

1,397,172,000 345,436,000 157,186,000 502,622,000 285,279,000 217,343,000 217,343,000 63,496,000 6,647,000 147,200,000

8
八木北小学校校舎等建設事業
（既存校舎の改修工事・工事監
理業務委託）

315,173,000 63,035,000 63,035,000 26,633,276 36,401,724 36,401,724 9,201,724 27,200,000

9 3 中学校費
新設中学校建設事業（新設中学
校建設に伴う造成工事）

427,779,000 106,945,000 106,945,000 44,880,000 62,065,000 62,065,000 6,265,000 55,800,000

10 5 社会教育費
（仮称）南流山地域図書館整備
事業

31,167,000 15,583,000 15,583,000 8,910,000 6,673,000 6,673,000 3,273,000 3,400,000

7,730,028,000 2,650,779,000 157,186,000 2,807,965,000 1,097,495,500 1,710,469,500 1,710,469,500 363,176,500 188,093,000 1,159,200,000

番
号

合　　　計

令和元年度流山市一般会計継続費繰越計算書

款 項

令 和 元 年 度 継 続 費 予 算 現 額

翌 年 度 逓
次 繰 越 額

支出済額及び
支 出 見 込 額

継 続 費
の 総 額

事 業 名 前 年 度 逓 次
繰 越 額

予 算 計 上 額 繰 越 金

特 定 財 源

計
残 額

左 の 財 源 内 訳

市債

国庫支出金

市債

市債

市債

市債

市債

市債

市債国庫支出金

国庫支出金

国庫支出金



報告第  ５  号  

 

 

   繰越明許費繰越計算書について  

 令和元年度流山市一般会計繰越明許費繰越計算書について、地方自治

法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４６条第２項の規定により、

別紙のとおり報告する。  

  令和２年６月４日報告  

流山市長   井  崎  義  治    

 



国 県 支 出 金 そ の 他

円 円 円 円 円 円

1 2 総務費 1 総務管理費 コミュニティホーム改修事業 10,132,000 10,132,000 10,132,000

2 3 民生費 2 児童福祉費 児童館・児童センター整備事業 7,227,000 7,227,000 7,227,000

3 6
農林水
産業費

1 農業費 被災農業施設等復旧支援事業（国の追加補正分）
7,171,000 6,946,000 5,403,000 1,543,000

4 7 商工費 1 商工費 プレミアム付商品券事業 181,250,000 34,310,000 34,310,000

5 8 土木費 2 道路橋りょう費 新設小学校建設関連道路整備事業 19,986,000 1,139,000 900,000 239,000

6 新設小学校建設関連道路整備事業（国の追加補正分） 62,921,000 62,921,000 19,375,000 21,200,000 22,346,000

7 名都借跨線橋道路拡幅改良事業 55,723,000 53,348,000 20,900,000 27,800,000 4,648,000

8 東小学校前通学路道路拡幅整備事業 75,702,000 51,138,000 21,803,500 19,000,000 10,334,500

9 交差点改良事業（国の追加補正分） 10,186,000 10,186,000 4,950,000 4,000,000 1,236,000

10 道路緑化事業 11,483,000 11,483,000 8,600,000 2,883,000

11 区画道路改良事業 12,034,000 11,825,000 8,300,000 3,525,000

12 区画道路改良事業（国の追加補正分） 9,130,000 9,130,000 4,455,000 3,600,000 1,075,000

13 3 河川費 雨水排水施設整備事業 41,338,000 41,338,000 31,000,000 10,338,000

14 4 都市計画費 運動公園周辺地区一体型特定土地区画整理単独費負担事業 48,520,000 35,588,256 26,600,000 8,988,256

15 木地区一体型特定土地区画整理単独費負担事業 337,327,000 33,266,454 24,900,000 8,366,454

16 都市計画道路3・5・23号江戸川台駒木線道路改良事業 13,612,000 8,862,000 3,261,000 5,000,000 601,000

17 都市計画道路3・5・23号江戸川台駒木線道路改良事業（国の追加補正分） 29,095,000 29,095,000 10,575,000 11,600,000 6,920,000

18 都市計画道路3・2・25号下花輪駒木線道路改良事業 44,215,000 43,074,889 39,200,000 3,874,889

19 都市計画道路3・3・2号新川南流山線立体交差事業 29,325,000 29,134,670 29,134,670

20 既成市街地地区公園施設新設事業 5,335,000 5,334,800 5,334,800

21 新市街地地区公園施設新設事業 14,350,000 14,342,100 6,400,000 6,600,000 1,342,100

22 運動公園周辺地区公園施設新設事業 50,000,000 50,000,000 23,300,000 24,000,000 2,700,000

23 木地区公園施設新設事業 16,580,000 16,580,000 4,608,000 9,200,000 2,772,000

24 遊具施設等安全対策事業 10,409,000 10,408,200 10,408,200

25 10 教育費 1 教育総務費 ICT学習空間整備事業（国の追加補正分） 109,421,000 109,421,000 55,257,000 54,100,000 64,000

26 2 小学校費 小学校校舎等改修事業 66,517,000 60,726,028 10,486,000 24,000,000 26,240,028

27 小学校校舎等改修事業（国の追加補正分） 66,378,000 66,378,000 14,511,000 51,700,000 167,000

28 3 中学校費 中学校校舎等改修事業 9,141,000 6,451,000 4,800,000 1,651,000

29 中学校校舎等改修事業（国の追加補正分） 74,000,000 74,000,000 24,912,000 49,000,000 88,000

1,428,508,000 903,785,397 264,506,500 455,100,000 184,178,897合　　　　　　計

款 項 事 業 名
翌 年 度
繰 越 額

金 額 既 収 入
特 定 財 源

一 般 財 源

左 の 財 源 内 訳

未 収 入 特 定 財 源
番
号

令和元年度流山市一般会計繰越明許費繰越計算書

国庫支出金 市債

国庫支出金

国庫支出金

国庫支出金

市債

市債

市債

市債国庫支出金

市債

市債

国庫支出金

市債

国庫支出金

国庫支出金

国庫支出金 市債

市債

市債

県支出金

市債

国庫支出金 市債

国庫支出金

市債

市債

国庫支出金

国庫支出金

国庫支出金

市債

国庫支出金

市債

市債



報告第  ６  号  

 

 

   事故繰越し繰越計算書について  

 令和元年度流山市一般会計事故繰越し繰越計算書について、地方自治

法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５０条第３項の規定において

準用する同令第１４６条第２項の規定により、別紙のとおり報告する。  

  令和２年６月４日報告  

流山市長   井  崎  義  治    

 



国 県
支 出 金

そ の 他

円 円 円 円 円 円 円 円 円

1 3 民生費 2
児童福
祉費

子どもの遊び場整備事業 12,650,000 3,140,000 9,510,000 137,500 9,647,500 9,647,500
当初予定になかった地盤を固める表層改良の必要が生じたた
め、年度内の事業完成が困難となった。令和２年５月に完成
した。

2 7 商工費 １ 商工費 利根運河記念イベント事業 1,992,100 1,992,100 1,992,100 1,992,100
新型コロナウイルス感染拡大防止のためイベントが延期とな
り、年度内実施が困難となった。令和２年１１月末実施予
定。

3 10 教育費 2
小学校
費

学校用地（小学校）取得事業 58,713,521 57,982,521 731,000 731,000 731,000
新設小学校の建設に伴う物件移転補償に時間を要したため年
度内完了が困難となった。令和２年６月末完了予定。

4 6
保健体
育費

給食室等改修事業 38,787,445 35,597,445 3,190,000 3,190,000 3,190,000
鰭ケ崎小学校給食室の給水管更新において、部材の調達に不
測の時間を要したことから、年度内完成が困難となった。令
和２年４月に完成した。

112,143,066 96,719,966 15,423,100 137,500 15,560,600 15,560,600合　　　　　　計

説 明
支出負担行
為予定額

翌 年 度
繰 越 額

項款
支 出 済 額 支出未済額

左 の 財 源 内 訳

令和元年度流山市一般会計事故繰越し繰越計算書
左 の 内 訳

支 出 負 担
行 為 額

事 業 名 未 収 入 特 定 財 源
既 収 入
特 定 財 源

一 般 財 源

番
号



報告第  ７  号  

 

 

   繰越明許費繰越計算書について  

 令和元年度流山市土地区画整理事業特別会計繰越明許費繰越計算書に

ついて、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４６条第２

項の規定により、別紙のとおり報告する。  

  令和２年６月４日報告  

流山市長   井  崎  義  治    

 

 



国 県 支 出 金 そ の 他

円 円 円 円 円 円

1

2 土地区
画整理
事業費

1 西平井・
鰭ケ崎地
区土地区
画整理事
業費

土地区画整理事業
（事業損失等）

1,590,000 1,318,800 1,318,800

2 2 土地区画整理事業
（測量等業務委託等）

95,574,000 29,748,000 29,748,000

3
土地区画整理事業
（盛土造成工事等）

34,634,000 30,527,180 30,527,180

4
土地区画整理事業
（家屋等移転補償費等）

28,575,000 14,167,990 14,167,990

160,373,000 75,761,970 75,761,970合　　　計

一 般 財 源
既 収 入
特 定 財 源

未 収 入 特 定 財 源

鰭ケ崎・
思井地区
土地区画
整理事業
費

番
号

令和元年度流山市土地区画整理事業特別会計繰越明許費繰越計算書

款 項 事 業 名 金 額
翌 年 度
繰 越 額

左 の 財 源 内 訳

一般会計繰入金

一般会計繰入金

一般会計繰入金

一般会計繰入金



報告第  ８  号  

 

 

   繰越計算書について  

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２６条第３項の規定

により、令和元年度流山市水道事業会計の繰越額の使用に関する計画に

ついて上下水道事業管理者から報告があったので、別紙のとおり報告す

る。  

  令和２年６月４日報告  

流山市長   井  崎  義  治  

 



不用額

翌年度繰越額
に係る繰越を
要するたな卸
資産の購入限

度額

説　　　　　　　　明損益勘定
留保資金

企 業 債 工事負担金

１　地方公営企業法第２６条第１項の規定による建設改良費の繰越額

款 項 事 業 名 予算計上額
支払義務
発 生 額

翌年度
繰越額

左　の　財　源　内　訳

円

１ 資本的支出 1 建設改良費
西平井浄水場水処理施設基
本・詳細設計業務委託

23,892,000 23,892,000 23,892,000

円 円 円 円 円 円

0 0

本委託において、令和２年度から着工予定の事業予算額を見直したこ
とにより、基本計画を再検討する必要が生じたことから、年度内の完
成が困難となったため

北部地域主要配水管改良工事
（R1-3工区）

102,550,000 102,550,000 102,550,000 0 0

推進工において、薬液注入工を追加したことから、年度内の完成が困
難となったため

東深井配水管改良工事 36,784,000 36,784,000 36,784,000 0

埋設物が錯交しており、占用位置の変更が生じたことから、年度内の
完成が困難となったため0

西平井配水管改良工事（R1-2
工区）

93,456,000 93,456,000 93,456,000

大畔配水管改良工事 27,027,000 27,027,000 27,027,000

0 0

隣接工事となる西平井配水管改良工事（H30-1工区）に遅れが生じたこ
とから、年度内の完成が困難となったため

0

下花輪駒木線において、千葉県との協議により、追加路線の施工が必
要となったことから、年度内の完成が困難となったため0

0

国道６号線における同工区内でのガス工事に遅れが生じたことから、
年度内の完成が困難となったため向小金1丁目配水管改良工事 16,100,000 16,100,000 16,100,000 0

前ケ崎配水管改良工事 64,350,000 64,350,000 64,350,000

駒木配水管改良工事その２ 11,880,000 11,880,000 11,880,000

0 0

漏水が多発する地域であり、早急な対応を求められていることから工
事を発注したが、年度内の完成が困難となったため

0

市発注による道路工事築造工事に併せての工事であったが、その工事
が未着手であったことから、年度内の完成が困難となったため0

先行工事である下水道工事の遅れにより、年度内の完成が困難となっ
たため

0

先行工事である下水道工事の遅れにより、年度内の完成が困難となっ
たため

美原３丁目ほか配水管改良工
事

65,000,000 65,000,000 65,000,000

西深井配水管改良工事その１ 36,245,000 36,245,000 36,245,000 0

おおたかの森西四丁目配水管
改良工事

23,078,000 23,078,000

0 0

おおたかの森東四丁目配水管
改良工事

30,987,000 30,987,000 30,987,000 0 0

23,078,000 0 0

先行工事である下水道工事の遅れにより、年度内の発注の見通しがた
たないことから、未契約繰越としたもの

先行工事である下水道工事の遅れにより、年度内の発注の見通しがた
たないことから、未契約繰越としたもの

先行工事である下水道工事の遅れにより、年度内の発注の見通しがた
たないことから、未契約繰越としたもの

先行工事である下水道工事の遅れにより、年度内の完成が困難となっ
たため

向小金３丁目配水管改良工事 42,042,000 42,042,000 42,042,000

長崎１丁目配水管改良工事 25,476,000 25,476,000 25,476,000 0 0

江戸川台西３丁目ほか舗装本
復旧工事

23,650,000 23,650,000

0 0

東深井舗装本復旧工事 13,750,000 13,750,000 13,750,000 0 0

23,650,000 0 0

先行工事である北部地域主要配水管改良工事（R1-3工区）の遅れによ
り、年度内の完成が困難となったため

先行工事である東深井配水管改良工事の遅れにより、年度内の発注の
見通しがたたないことから、未契約繰越としたもの

東深井配水管改良工事実施設
計委託

17,094,000 17,094,000 17,094,000

東武鉄道との協議が難航したことより、年度内の完成が困難となった
ため0 0

令和元年度流山市水道事業会計予算繰越計算書



不用額

翌年度繰越額
に係る繰越を
要するたな卸
資産の購入限

度額

説　　　　　　　　明損益勘定
留保資金

企 業 債 工事負担金

１　地方公営企業法第２６条第１項の規定による建設改良費の繰越額

款 項 事 業 名 予算計上額
支払義務
発 生 額

翌年度
繰越額

左　の　財　源　内　訳

円円 円 円 円 円 円

令和元年度流山市水道事業会計予算繰越計算書

2 拡張事業費
平方ほか配水管拡張工事
（R1-1工区）

51,764,600 51,764,600 51,764,600 0

千葉県による先行工事の遅れにより、年度内の完成が困難となったた
め

千葉県による先行工事の遅れにより、年度内の完成が困難となったた
め

民間会社の開発工事に伴う全面通行止めの影響により、年度内の完成
が困難となったため

木地区水道管拡張工事（R1-2
工区）

2,040,000 2,040,000 0 0 2,040,000

28,160,000 0 0 28,160,000

3 つくばエク
スプレス沿
線整備事業
費

木地区水道管拡張工事（R1-1
工区）

28,160,000

千葉県による先行工事の遅れにより、年度内の発注の見通しがたたな
いことから、未契約繰越としたもの

運動公園周辺地区配水管拡張
工事（R1-2工区）

60,995,000 60,995,000 0 0 60,995,000

0 91,195,000合　　　　　　　　　　　　計 796,320,600 0 796,320,600 705,125,600



報告第  ９  号  

 

 

   繰越計算書について  

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２６条第３項の規定

により、令和元年度流山市下水道事業会計の繰越額の使用に関する計画

について上下水道事業管理者から報告があったので、別紙のとおり報告

する。  

  令和２年６月４日報告  

流山市長   井  崎  義  治  

 



367,441,000 234,362,080

区画整理事業施行者である千葉県発注の造成工事が遅延したことか
ら、年度内完了が困難となったため72,441,000 170,627,000

合　　　　　　　　　　　　計 1,392,025,000 101,637,920 1,290,387,080 376,084,000 312,500,000

運動公園周辺地区一体型特定土地区
画整理事業に伴う公共下水道事業に
関する業務委託（雨水）

382,000,000 32,373,000 349,627,000 89,059,000 17,500,000

57,326,400

区画整理事業施行者である千葉県発注の造成工事が遅延したことか
ら、年度内完了が困難となったため

木地区一体型特定土地区画整理事業
に伴う公共下水道事業に関する業務
委託（汚水）

35,000,000 28,591,320 6,408,680 0 0 0 6,408,680

区画整理事業施行者である千葉県発注の造成工事が遅延したことか
ら、年度内完了が困難となったため

2 つくばエクス
プレス沿線整
備事業費

運動公園周辺地区一体型特定土地区
画整理事業に伴う公共下水道事業に
関する業務委託（汚水）

176,000,000 40,673,600 135,326,400 0 39,000,000 39,000,000

当初の発注による契約が解除となったことから、再入札により改めて
契約を行ったため

流山第3舗装復旧工事(TR1-301) 6,643,000 6,643,000

第7-4舗装復旧工事(ER1-741)(そ
の2）

8,710,000 8,710,000

1,443,000 2,600,000 2,600,000 0

駒木地区において、沿線住民との工程調整に時間を要したことから、
年度内完了が困難となったため

8,710,000 0

2,700,000 0

0 0

本工事に先行する千葉県発注の工事が遅延したことから、工事発注が
遅れ、年度内完了が困難となったため

先行工事の前ケ崎1号汚水幹線工事（E0-711)が遅延したことから、工
事発注が遅れたため第7-1舗装復旧工事(ER1-711) 9,282,000 9,282,000 3,882,000 2,700,000

大畔雨水幹線工事 16,500,000 16,500,000 16,500,000 0 0 0

おおたかの森東四丁目地区において、図面とは異なる位置に占用物件
（ガス管等埋設物）が多数あり、移設等に時間を要したことから、年
度内完了が困難となったため

第4汚水枝線工事(E1-40A) 29,405,400 29,405,400 29,405,400 0 0 0

新設小中学校の道路設計の遅れにより、下水道の実施設計に想定外の
時間を要したことから、工事発注が遅れ、年度内完了が困難となった
ため

駒木第2汚水枝線工事(T1-201) 60,511,000 60,511,000 25,711,000 17,400,000 17,400,000 0

向小金3丁目地区において、図面とは異なる位置に占用物件（ガス管等
埋設物）があり、工法等の見直しに時間を要したことから、年度内完
了が困難となったため

第9-4汚水枝線工事(E1-941) 68,341,200 68,341,200 36,741,200 15,800,000 15,800,000 0

おおたかの森西四丁目地区において、工区内の建築工事との工程調整
に時間を要したことから、年度内完了が困難となったため

第8汚水枝線工事(E1-801) 89,056,000 89,056,000 21,456,000 33,800,000 33,800,000 0

向小金3丁目地区において、図面とは異なる位置に占用物件（ガス管等
埋設物）があり、工法等の見直しに時間を要したことから、年度内完
了が困難となったため

第7-4汚水枝線工事(E1-743) 30,080,000 30,080,000 10,080,000 10,000,000 10,000,000 0

向小金3丁目地区において、営業する店舗との工程調整に時間を要した
ことから、年度内完了が困難となったため

第7-4汚水枝線工事(E1-742) 87,492,000 87,492,000 26,492,000 30,500,000 30,500,000 0

長崎地区において、近接する工事との工程調整に時間を要したことか
ら、年度内完了が困難となったため

第7-4汚水枝線工事(E1-741) 73,072,400 73,072,400 14,672,400 29,200,000 29,200,000 0

向小金2丁目地区において、図面とは異なる位置に占用物件（ガス管等
埋設物）が多数あり、移設等に時間を要したことから、年度内完了が
困難となったため

第7-2汚水枝線工事(E1-722) 58,708,000 58,708,000 16,708,000 21,000,000 21,000,000 0

54,400,000 54,400,000 0

西深井地区の一部路線において建設殻が埋設されており、その撤去に
時間を要したことから、本工事の年度内完了が困難となったため

第3-1汚水枝線工事(E1-311) 131,700,000 131,700,000 54,500,000 38,600,000 38,600,000 0

美原3丁目地区において、図面とは異なる位置に占用物件（水道管等埋
設物）があり、移設に時間を要したことから、年度内完了が困難と
なったため

１ 資本的支出 1 建設改良費 野田第5汚水枝線工事(E1-501) 129,524,000 129,524,000 20,724,000

損益勘定
留保資金

企 業 債 国庫補助金 工事負担金

円 円 円 円 円 円 円 円

１　地方公営企業法第２６条第１項の規定による建設改良費の繰越額

款 項 事 業 名 予算計上額
支払義務
発 生 額

翌年度
繰越額

左　の　財　源　内　訳

令和元年度流山市下水道事業会計予算繰越計算書

不用額

翌年度繰越額
に係る繰越を
要するたな卸
資産の購入限

度額

説　　　　　　　　明



報告第  １０  号  

 

 

   専決処分の報告について  

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定によ

り、別紙のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。  

  令和２年６月４日報告  

流山市長   井  崎  義  治    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報告理由  公用車の物損事故に係る和解及び損害賠償の額の決定につい

て専決処分したので、報告するためである。  



専  決  処  分  書  

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定によ

る専決処分事項の指定について（昭和５４年流山市議会議決）の１及び

２の規定により、次のとおり専決処分する。  

  令和２年２月１２日  

流山市長   井  崎  義  治    

 

記  

 

１  事 件 名  生涯学習部図書・博物館の職員が発掘調査の用

務を終了し、公用車（市が賃借している自動

車）を運転し、右折しながら後退しようとした

ところ、電柱に接触したことによる当該公用車

の物損事故  

２  発 生 年 月 日  令和元年１２月２３日  

３  発 生 場 所  流山市大畔５９１番地先  

４  相 手 方  千葉県千葉市美浜区中瀬２丁目６番地１  

株式会社日産フィナンシャルサービス  

５  解 決 方 法  和解による。  

６  和解成立年月日  令和２年２月１２日  

７  和 解 の 要 旨  相手方の損害額の全額を市が負担する。  

８  損 害 賠 償 額  ２０５，７５９円  



専  決  処  分  書  

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定によ

る専決処分事項の指定について（昭和５４年流山市議会議決）の１及び

２の規定により、次のとおり専決処分する。  

  令和２年３月２４日  

流山市長   井  崎  義  治    

 

記  

 

１  事 件 名  土木部道路管理課の職員が流山市役所第３庁舎

の駐車場において、公用車（市が賃借している

自動車）で市道から駐車場に進入する際、塀に

車両右側を接触させたことによる当該公用車の

物損事故  

２  発 生 年 月 日  令和２年２月１４日  

３  発 生 場 所  流山市平和台１丁目３番地の１  

（流山市役所第３庁舎駐車場内）  

４  相 手 方  千葉県千葉市美浜区中瀬２丁目６番地１  

株式会社日産フィナンシャルサービス  

５  解 決 方 法  和解による。  

６  和解成立年月日  令和２年３月２４日  

７  和 解 の 要 旨  相手方の損害額の全額を市が負担する。  

８  損 害 賠 償 額  ２２９，５５９円  



専  決  処  分  書  

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定によ

る専決処分事項の指定について（昭和５４年流山市議会議決）の１及び

２の規定により、次のとおり専決処分する。  

  令和２年４月１６日  

流山市長   井  崎  義  治    

 

記  

 

１  事 件 名  子ども家庭部子ども家庭課の職員が各出張所に

配布物を届けるために公用車（市が賃借してい

る自動車）を運転し、市役所公用車専用駐車場

に止めようと後進したところ、柱に取り付けて

ある消火器に接触したことによる当該公用車の

物損事故  

２  発 生 年 月 日  令和２年３月１３日  

３  発 生 場 所  流山市平和台１丁目２番地の１  

（流山市役所公用車専用駐車場内）  

４  相 手 方  千葉県千葉市美浜区新港５７番地  

株式会社トヨタレンタリース千葉  

５  解 決 方 法  和解による。  

６  和解成立年月日  令和２年４月１６日  

７  和 解 の 要 旨  相手方の損害額の全額を市が負担する。  

８  損 害 賠 償 額  ９６，０１９円  



専  決  処  分  書  

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定によ

る専決処分事項の指定について（昭和５４年流山市議会議決）の１及び

２の規定により、次のとおり専決処分する。  

  令和２年４月１７日  

流山市長   井  崎  義  治    

 

記  

 

１  事 件 名  健康福祉部健康増進課の職員が訪問先住居敷地

内の車庫に公用車（市が賃借している自動車）

を駐車する際、車体上部後方が車庫の屋根に接

触したことによる当該公用車の物損事故  

２  発 生 年 月 日  令和２年２月１８日  

３  発 生 場 所  訪問先住所地  

４  相 手 方  千葉県千葉市美浜区中瀬２丁目６番地１  

株式会社日産フィナンシャルサービス  

５  解 決 方 法  和解による。  

６  和解成立年月日  令和２年４月１７日  

７  和 解 の 要 旨  相手方の損害額の全額を市が負担する。  

８  損 害 賠 償 額  １４２，０８２円  

 



報告第  １１  号  

 

 

   専決処分の報告について  

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定によ

り、別紙のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。  

  令和２年６月４日報告  

流山市長   井  崎  義  治    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報告理由  市が管理する道路上で発生した傷害事故に係る和解及び損害

賠償の額の決定について専決処分したので、報告するためであ

る。  



専  決  処  分  書  

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定によ

る専決処分事項の指定について（昭和５４年流山市議会議決）の１及び

２の規定により、次のとおり専決処分する。  

  令和２年４月１２日  

流山市長   井  崎  義  治    

 

記  

 

１  事 件 名  市が管理する道路上のアスファルト舗装のへこ

みに相手方がつまづき、転倒したことによる傷

害事故  

２  発 生 年 月 日  令和元年１０月１８日  

３  発 生 場 所  流山市平和台５丁目３４番１７地先  

（市道５５００８号線）  

４  相 手 方  流山市在住者  

５  解 決 方 法  和解による。  

６  和解成立年月日  令和２年４月１２日  

７  和 解 の 要 旨  相 手 方 の 損 害 額 ５ ０ １ ， ９ ８ ０ 円 の う ち 

１００，３９６円を市が負担する。  

８  損 害 賠 償 額  １００，３９６円  

 



報告第  １２  号  

 

 

   専決処分の報告について  

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定によ

り、別紙のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。  

  令和２年６月４日報告  

流山市長   井  崎  義  治    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報告理由  介護保険の認定調査中の事故に係る和解及び損害賠償の額の

決定について専決処分したので、報告するためである。  



専  決  処  分  書  

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定によ

る専決処分事項の指定について（昭和５４年流山市議会議決）の１及び

２の規定により、次のとおり専決処分する。  

  令和２年３月１１日  

流山市長   井  崎  義  治    

 

記  

 

１  事 件 名  健康福祉部介護支援課の職員が介護保険の認定

調査中に、身体能力の状況の確認のため相手方

に動作の依頼をし、実際に歩行したところ、相

手方が転倒、左第１中手骨骨折をした事故  

２  発 生 年 月 日  令和元年１１月８日  

３  発 生 場 所  相手方住所地  

４  相 手 方  流山市在住者  

５  解 決 方 法  和解による。  

６  和解成立年月日  令和２年３月１１日  

７  和 解 の 要 旨  相手方の損害額の全額を市が負担する。  

８  損 害 賠 償 額  ５８，２４０円  

 



報告第  １３  号  

 

 

   専決処分の報告について  

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定によ

り、別紙のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。  

  令和２年６月４日報告  

流山市長   井  崎  義  治    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報告理由  敬老バスさつき号の物損事故に係る和解について専決処分し

たので、報告するためである。  



専  決  処  分  書  

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定によ

る専決処分事項の指定について（昭和５４年流山市議会議決）の１及び

２の規定により、次のとおり専決処分する。  

  令和２年４月９日  

流山市長   井  崎  義  治    

 

記  

 

１  事 件 名  敬老バスさつき号が関越自動車道を走行中、飛

び石が当該車両の行燈ガラスに当たり破損した

ことによる物損事故  

２  発 生 年 月 日  令和２年２月１２日  

３  発 生 場 所  埼玉県東松山市大字葛袋  

関越自動車道上り３７．３キロポスト付近  

４  相 手 方  東京都港区西新橋一丁目３番１号  

日立キャピタルオートリース株式会社  

５  解 決 方 法  和解による。  

６  和解成立年月日  令和２年４月９日  

７  和 解 の 要 旨  相手方の損害額の全額を市が負担する。  

８  和 解 金 額  ８０，５２０円  

 


